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要約 

 

 近年、我が国日本の食をめぐる問題が危機的ともいうべき状況に至っている。 

 本論文では、この危機的状況を打破するべく現在国をあげて取り組んでいる食育につい

て取り上げ、今日本においてなぜ食育が必要とされているか、その背景にはどのような問

題が潜んでいるのか、そして今後の食育はどうあるべきか、2005 年 6 月に成立、同年 7 月

15 日に施行された「食育基本法」、翌年 2006 年 3 月に策定された「食育推進基本計画」を

きっかけとし活発化している日本国内の食育、特に栃木県内の食育に焦点を絞り、そこか

ら導き出される食育の課題と可能性を考察している。 
 さらに、日本ならではの「日本型食生活」などの食育を基軸として、日本と同様に食問

題が増加し続けている海外へ、日本の食育を見本とした日本型食育“shokuiku”の理解の

増進と普及を実現していくにはどうすべきか、アメリカ・イギリス・ドイツ・フランスな

どの欧米の食育事情との比較から、理想の食育推進社会構築を最終目標として論じている。 

 休息な経済発展に伴って豊かに、そして便利になりゆく現代社会では、食においても簡

便化、多様化が大きく進展している。この進展と共に、社会経済情勢がめまぐるしく変化

していく現代では、人々の食に対する意識が日々希薄となり、さらには情報化社会の進展

により、食に関する情報も氾濫し、人々が正しい知識や認識も困難になることで、健全な

食生活が失われつつあるといわれている。 

 脂質の過剰摂取や朝食の欠食などからの栄養バランスの崩壊、生活習慣病やメタボリッ

クシンドローム(内臓脂肪症候群)患者の増加、または人々の多様化されたライフスタイル

や価値観、ニーズの確立によって家庭内においても各個人の生活形態が移り変わることか

らの個食や孤食、コミュニケーション不足の定着などの深刻な問題は、全て食に対する人々

の意識の希薄さから生み出されていると言っても過言ではない。 

 よって、今こそ食生活を改善し、健全で豊かな社会を形成する事が必須であると考える

ため、上記で示した問題の解決を目指し取り組まれる日本の食育の必要性と展望を本論文

にて提言し、さらに世界への“shokuiku”の確立、そして、それを通しての日本と世界双

方における食育によって再認識される日本の魅力溢れた、理想の健全なる食生活構築を最

終目標として論じる。 
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はじめに 

 
 私達人間が生きていく上で必要不可欠である食。近年、この食に関する様々な問題がマ

スメディアなどで取り上げられ、世間の注目を集めている。しかし、人々の大半は注目さ

れている食問題に関しての内容は把握しているものの、食そのものについての知識につい

てはほぼ持っていないといっても過言ではないほど重要視しておらず、何よりも食に対す

る関心の希薄さが浮き彫りとなってきている。よって、このような国民の現状から、命の

源となり大切に考えられるべき食が、現在この日本において危機的状況を迎えているので

ある。 
 ものや情報が溢れかえり、日々めまぐるしく変動していく現代社会。休息な経済発展に

伴って生活基準も向上し、食の外部化や簡便化なども進展している。このような豊かで恵

まれた環境の中で多忙な生活を送る現代日本社会では、食を改めて見直している余裕など

ないと思ってしまうかもしれない。食べられればいい、おいしければいい、食事は日常生

活の中のひとつの行動に過ぎない、と思ってしまうのかもしれない。 
確かに、食生活のあり方というものは、各個人で判断し選択されるべきものであるため

に、個人の考えとして良しとされるのであれば、第三者によって指摘される必要はない。

しかし、各個人の判断にこれまで任されてきた日本の食生活は、脂質の過剰摂取や野菜の

摂取不足、朝食の欠食、または過度の痩身志向などによる栄養バランスの崩れ、多様化す

るライフスタイルによって変化した生活リズムからの不規則な食習慣などの問題を引き起

こしており、生活習慣病やメタボリックシンドローム(内臓脂肪症候群)の増加につながって

いる傾向にある。 
この日本の食をめぐる危機的状況に対処し、解決を目指した取り組みが食育である。   

2005 年 7 月 15 日、国民が生涯にわたって健康で豊かな人間性を育み、食に関する知識と

食を選択する力を習得して、健全な食生活を実践することで出来るようにする食育を国民

運動として推進するため「食育基本法」が施行された。この法律制定を皮切りに、2006 年

4 月には「食育推進基本計画」が公表され、全国的な食育推進活動が活発化してきた。マス

メディアなどで取り上げられる機会も増え、食育という言葉を聞く機会も多くなってきた。

しかし、まだ食育という概念自体が広義であり、人々によって様々な捉え方がある事、人々

の関心が希薄である事などの要因からか、食育が国民に深く浸透し普及していないという

のが現状である。 
 このような現状を知り、現代日本社会の食生活がこのままでは、これからの未来を担う

子ども達、またこれから親となる若い世代、また急速な増加を続ける高齢者世代が誤った

認識を持ったままとなり、日本の食生活崩壊の危機を感じたため、今こそ食に対する意識

を改善し、健全な食生活を取り戻すべきではないか、そのためにはこの食育が大きな有効

的影響をもたらすのではないか、食育を広く深く浸透させるにはどのようにすればよいの
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か、と考えたのが筆者が食に対し問題意識を持つきっかけとなった。 
 さらに、この日本の食育の考えが国内だけにとどまらず海外へと発信され、実践される

事で、日本、そして日本食に対する世界の間違った認識の改善や日本の本来の魅力の伝達

により、世界全体の食、そして日本に対する意識改革が可能となり、各国の深刻な食問題

の改善や健全な食生活によって生み出される一層の豊かな暮らしの構築へとつながってい

くのではないかと考える。そして、世界へ日本発の食育“shokuiku”の展開、そして海外

における“shokuiku”が普及する事により、日本に与えられる影響とはどのようなものと

なるのかを考察し、最終的に筆者の考察する理想の食育、今後の食育の展開と可能性を論

じていく。 
 本論第 1 章「現代日本社会における食をめぐる問題と現状分析」では、現代日本社会の

社会経済構造の変化、ライフスタイルの多様化、国民の食に対する意識からみられる日本

においての食をめぐる問題について論じ、現在どのような状況に日本国民はあるのか分析

している。 
 第 2 章「食育推進の必要性の背景と現状」では、食育の概要において、食育の歴史、そ

して食育がどのような取り組みであるのかを捉え、食育基本法や食育推進基本計画につい

て考察し、どうして今日本が国をあげて食育を必要としているのか、また各分野において

どのような問題点が存在し、その問題点に対する改善策としてどのような食育が必要とさ

れ食育推進を図ろうとしているのかを論じていく。 
 第 3 章「栃木県における食育」では、食育推進基本計画を受け、栃木県内で食育を取り

組んでいる企業や団体、学校、またその食育活動などを取り上げ、各個人だけではなく、

地域全体として行なう食育の重要性や方法なども探っていく。そして、今後栃木県ではど

のような食育が求められており、実際にはどのように活動していくのか、していくべきな

のか論じていく。 
 第４章「海外における食育“shokuiku”の展開」では、現在欧米各国で行なわれている

食育とその問題点を明らかにし、そして海外と日本間において発生している認識の相違と

問題点を踏まえた上で、それらの改善策として推進するべきであると考える日本型食育

“shokuiku”の海外での必要性と、それに伴い考えられる課題、そして最終的に世界に誇

るべき日本の食育を海外に“shokuiku”として普及させるにはどのようにすべきなのか、

海外への日本型食育推進計画として提言していく。 
そしておわりに「理想の食育と今後の食育の展望と可能性」では、筆者が考える理想の

食育のあり方を提言し、今後の食育はどのように進展していくべきなのか、そしてそこに

はどのような可能性があるのか論じる。 
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第１章 現代日本社会における食をめぐる問題と現状分析 

 
 豊かな国日本、今私達日本国民は何を不足に感じているのだろうか。恵まれた現代社会

の中でも情報に埋もれながら多忙な生活を送る人々が見過ごしているもの、それは「食」

である。私達が生きていく上で必要不可欠な食であるが、そのあまりにも近い存在であり、

また何不自由のない飽食な現代社会であるために、食の重要性、食を大切にする心が欠如

し、食に対しての関心が希薄となっている。 
 本章では、この我が国日本の食をめぐる現状がここまで危機的な状況に至った要因とさ

れる問題を明らかにし、それらの問題の背景にある現代日本社会の現状を分析していく。 
 
第 1 節 現代日本社会の社会経済構造の変化 
 
(１)人口・世帯構造の変化 
今、日本は急速な少子・高齢化率の上昇が進展し続けている。この事から、現在日本に

おける人口の年齢構成は大きく変化しており、現役世代とされる 15~64 歳は 1992 年をピ

ークに減少し続け、今後更に減少していくことが予想されているが、一方の老年人口とさ

れる 65 歳以上の高齢者世代は、2050 年には、総人口の 40%を占めることが見込まれてい

る。(図表１－１) 
           

(図表１－１)日本の年齢別総人口の推計  

資料：奈良県企画部総合政策課「やまと２１世紀ビジョン」 

http://www.pref.nara.jp/vision/vision/p1_p7/p1.html 

(原資料：総務省統計局「国勢調査」、及び人口問題研究所「日本の将来人口推計」2002.) 
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 また、人口構造の変化の影響を受けて日本では同時に世帯構造も変化しており、特に世帯

人員が一人のみである世帯を指す「単独世帯」の増加が顕著にみられる。 
 2003 年 10 月に総務省の国勢調査において推計された日本の世帯数の将来推計によると、

1980 年には 711 万世帯であったが、2000 年には 1291 万世帯となり、2020 年には 1666
万世帯まで増加していると予想されている。その中でも特に、65 歳以上の高齢者の世帯で

の単独世帯は、1980 年の 88 万世帯が、2000 年には 303 万世帯と急増、2020 年には 635
万世帯になると予想されている。さらに女性の就労意欲の向上などを背景に女性の雇用者

も増え、女性の単独世帯も増加傾向にある1。 
 この人口・世帯構造の変化によって、人々の生活形態も変化し、そこからみられる問題

も浮き彫りとなってきた。 
 
(２)食料消費構造の変化 
 また、日本の食料消費の割合も大きな変化がみられており、日本人の主食であった米の

消費量が 1960 年度には 48.3%だったのに対し、2004 年度には 23.4%と減少し、反対に畜

産や油脂類の消費量は 4.6%から 14.2%へと増加している傾向にある。この変化の中でも、

1970 年代中ごろには、平均的に見て摂取する栄養素の熱量バランスがほぼ適切で、主食で

ある米を中心に、国内で生産、捕獲される水産物、畜産物、野菜等多用な副食品から構成

される、健康的で豊かな食生活「日本型食生活」が形成されたのである2。1980 年には農政

審議会にて、欧米諸国と比較して優れた栄養バランスを持つ日本型食生活が高く評価され、

栄養的な観点はもちろんとして、食料自給率の面からもこの日本型食生活を定着させよう

という動きがあった。 
 しかし、その後さらに食生活の変化は続き、量的には飽和状態にある一方で、米の消費

量の減少と畜産･油脂等の消費増加が続いたことで栄養バランスの崩れへとつながってい

るのが現状である。 
 この栄養バランスの崩れは、食の簡便化志向、外部化の進展からも助長されていると思

われる。近年、家の中で行われていた調理や食事を家の外に依存する傾向がみられており、

世帯構造、食料消費構造の変化に対応した外食産業市場の拡大、「中食産業」の提供や市場

の開拓が進んでいる。「中食」とは、外食と家庭での料理の中間にあるものとして、加工さ

れた調理食品や惣菜、弁当などを指す3。 
 日本の外食産業は、経済成長や女性の社会進出などの社会の環境の変化の中で1970年頃、

新しい食の形態として若者やファミリー層に受け、チェーン形式を中心として発展してい

った。一方の中食産業は、日本の核家族化、個食化、家庭での料理の簡便化志向などから

                                                  
1 総務省「国勢調査」2003.10. 
2 農林水産省『我が国の食生活の現状と食育の推進について』 
 http://www.maff.go.jp/syokuiku/kikakubukai.pdf 
3 食育・食生活の情報指針センター「外食･中食産業」 
 http://www.e-shokuiku.com/circulation/12_6.html 
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年々市場が拡大しており、2003 年には外食産業の 4 分の 1 にまで規模を拡大させている4。 
 手軽に購入し、食する事の出来る外食や中食食品は確かにこの現代人の社会環境におい

て魅力的であるが、やはり栄養バランスのとれた日本型食生活を実現させていくためには、

外食、中食産業の利用だけでは難しく、消費者側の改善も必要であるが、食料供給者とし

ての食品産業の取り組みも求められている。  
 そしてこの外食、中食産業の拡大が実はもうひとつの食問題に大きく影響している。そ

れは日本の食料自給率低下である。 
 
(３)日本の食料自給率と食料廃棄 
 国民の食料の消費において、国内生産でどの程度まかなわれているかを示す食料自給率

が日本では現在深刻な状況にある。 
 日本の食料自給率の動向をみると、長期的に低下傾向にあり、1965 年の 73%から 1975
年には 54%へと短期間に大きく低下、その後しばらくは横ばい状態にあったが、1985 年以

降再び大きく低下し、1998 年には 40%となり、その後 7 年連続で 40%という数字を示して

いる。この 40％という数字は世界各国の食料自給率と比較すると、フランスが 130%、ア

メリカ 119%、ドイツ 91%、イギリス 74%と続いているのに対して、日本は極めて数値が

低い事がわかり、主要先進国の中では最低基準となっている。(図表１－２) 
 

(図表１－２)主要先進国における食料自給率の推移 
           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          資料：農林水産省中国四国農政局「主要先進国における食料自給率の推移」2002. 

                 http://www.chushi.maff.go.jp/jikyu/toha/toha_3_2.htm 

                                                  
4 農林水産省近畿農政局「外食・中食産業の動向」 
 http://www.kinki.maff.go.jp/introduction/seisankeiei/syokuhinka/sangyo/trend/gaisyoku.htm 
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 これほどにまで日本の食料自給率が低下した原因としては、まず上記で述べたように食料

消費構造、食の外部化の進展などの食生活の大きな変化をはじめ、新しい食品の流行や消

費者の志向が急速に変化するなどの消費者のニーズが多様になったことで生産者が十分に

対応しきれずに、輸入品に頼らざる負えなくなっているということが考えられる。2004 年

度には日本の食料の約 60%が輸入品となっており、日本は世界最大の食糧輸入国となって 
いる5。 
 食料の大半を海外からの輸入に依存する状態が続く事で日本の食料自給率は低下し続け

る。しかし、世界では既に現在約 8 億人もの人々が飢餓や栄養不足に直面していること、

今後の世界的な人口増加や途上国の経済発展が予測されていること、天候不順、気象災害

がもたらす農作物の被害、BSE や禁止農薬の残留による輸入停止などから、食料の需要は

大幅に増加するとみられており、各国での食糧自給率の向上が必須となってきている。特

に食料自給率が最低基準である日本は、自給率の向上はもちろん、輸入と備蓄を組み合わ

せることによる安定的な食糧供給が急務だとし、2005 年 3 月に閣議決定され 
た「食料・農業・農村基本計画」において、2003 年の食料自給率 40%から 2015 年まで 
に 45%までに引き上げることを目標としている。 

 このように、食料の需要が高まり自給率の必要性が明らかとなっている現状が把握出来

たが、この現状とは矛盾している問題が今の日本にはある。それは食料大量廃棄の問題で

ある。 
 先程も述べたように日本は世界でも最大規模の食料輸入国、そして飽食国であるが、一

方で、食べ残しや賞味期限切れなどに伴う廃棄が食品産業や家庭において大量発生してお

り、2005 年度の日本全体の世帯食における「食品ロス率6」は 4.1%であり、その食品廃棄

物のうち一般家庭から発生するものは全体の約 55%となっている7。これは 1 日１人当たり

の食品ロス量が 47.3g、年間では 17,264.5g となり、金額にして考えると日本全体では年間

11 兆円もの食料を廃棄していることになるという。金額の計算だけでいうと、世界で年間

約 900 万人が餓死している現状を日本が廃棄している食料で全ての人を救えるとも言われ

ている。特に注目すべきなのは、食品ロスの要因である。49.8%と最も多かったのが、野菜

の皮の厚むきや食肉の可食部脂肪の除去などの過剰除去、次いで賞味期限切れなどによる

直接廃棄、そして食べ残しと続いている。この要因はすべて飽食日本だからこそ要因とな

ってしまったものであり、食料不足に苦しみ日々生死の狭間で戦っている国の人々からす

ると考えられない現状が日本には当たり前にある。 
 世界最大の食料輸入国として他国の食料に頼りながらも、その多くを廃棄している日本、

この現状の早急な改善が求められる。 

                                                  
5 農林水産省中国四国農政局「よくわかる食料自給率」 
 http://www.chushi.maff.go.jp/jikyu/toha/toha_3_1.htm 
6 純食品供給量(可食食料)に対する食料ロスの重量ベースでの割合。 
7 農林水産省大臣官房統計部「平成 17 年度食品ロス統計調査(世帯調査)結果の概要」 
 http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/loss2005-setai/loss-2005setai.pdf 
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 第１節にて述べてきたこの日本の人口・世帯・食料消費構造の変化、外食・中食産業の

拡大、食料自給率低下、これらすべての要因のひとつと考えられるのが、現代日本社会人

のライフスタイルの多様化であると考えられる。第２節ではこの要因を探求し改善策を見

つけ出すべく論じていく。 
 
第２節 ライフスタイルの多様化 
 
(１)不規則な食習慣 
 ものや情報が溢れる現代社会では個人個人のニーズに合わせた商品やライフスタイルが

生み出されており、人々はその中から自由に選択し生活をしている。しかし、この「自由

に」という点が問題を引き起こしているのではないかと考える。 
 その問題としてまず最初に挙げられるのが、朝食の欠食である。1 日のスタートとして、

脳も身体も活発化させるためにしっかりと取り入れるべき朝食。しかし、現在日本の朝食

の欠食率の年次推移が増加傾向にあり、男女共に 20 代が最も欠食率が高く、次いで男性は

30 歳代、女性は 15~19 歳が高くなってきている事が示されている8。また、成人だけでは

なく、子供についても朝食の欠食率は増加傾向にあることから、その他の 1 回の食事の摂

取量が多くなり、過食から肥満や生活習慣病につながる可能性のある朝食の欠食は大きな

問題として捉える必要がある。 
 さらに、この朝食の欠食というのは、栄養バランスへの影響だけではなく、学力への影

響もあることが様々な研究によって報告されており、国立教育政策研究所の「2003 年小・

中学校教育課程実施状況調査」によると、毎日朝食をとる子供ほど、ペーパーテストの得

点が高い傾向にあることが示されている9。これは、脳を働かせる唯一のエネルギー源とな

るブドウ糖が就寝時に消費され続け、前日に取り入れたエネルギーはほとんど残っていな

いため、本来ならば食事の摂取によってブドウ糖を取り込む働きをするインスリンを分泌

させて補給する必要があるのだが、生活リズムの乱れによって、朝食を欠食し、そのまま

学校や職場などへ出かけてしまう人々が増えているため、脳が働かず学習効率が落ち、学

力の格差が生まれてきていると考えられる。 
 このような問題を生み出した要因として考えられるのは、夜型の生活習慣の定着と米の

消費量の減少である。夜遅くまでの塾通いや深夜番組などを遅くまで見ていることで夜更

かしをし、さらにはその間に夜食を食べてしまうために、明朝は遅くまで寝て、朝食の時

間を取ることが出来ず、食欲もわかないまま朝食を食べられないという悪循環が繰り返さ

れている家庭が増えてきている。また、アミノ酸、亜鉛量が優れており脳の活性化に有効

であるごはんの消費量が、第 1 節でも述べたように減少しており、米の有効性が活用され

ていないために、脳が働かず眠気や疲れを感じる現代人を生み出しているのではないだろ

                                                  
8 厚生労働省「国民健康・栄養調査」2003. 
9 国立教育政策研究所「2003 年小・中学校教育課程実施状況調査」 
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うか。 
 脳はものを考えるだけではなく、心臓や多くの臓器をコントロールしていることから最

も多くのエネルギーを消費しており、その消費量は身体全体の 18%を占めている10。よって、

朝食の摂取でエネルギーを取り入れる事の重要性は大きく、この現状を改善させなければ

ならない。それにはまず、親が朝食の大切さを意識して、子供のうちから、体温を高め、

脳や身体を活発化させて 1 日の生活リズムを作り出す、ご飯を中心とした朝食をしっかり

と習慣づけさせることが必要なのだ。 
 
続いて問題とされるのは、野菜の摂取不足である。日々健康な生活を送るためには、バ

ランスよく様々なものをまんべんなく食する事が必要となってくるが、近年日本人の食生

活のバランスが偏り、その中でも特に野菜が不足しがちである。ビタミン、ミネラル、食

物繊維などを豊富に含む野菜は、健康的な生活に欠かせないものとして世間では既に認識

されているとは思うが、実際どのくらいの野菜を摂取しているのかというと、成人 1 人 1
日平均 277.5g と示されており、これは厚生労働省が健康づくりへの意識の向上や取組を促

すことを目的として推進している「21 世紀における国民健康づくり運動(健康日本２１)」
で目標とされている 1 日摂取量 350ｇを大きく下回る結果となっている。摂取量は若年ほど

少なく、年齢と共に増加してはいるが、最も摂取量の多い 60 歳代でさえ 339.3g と 350g に

達していない。(図表１－３) 
 さらにこれをアメリカの野菜摂取量と比較してみると、アメリカは年々消費量が増加し

ているのに対し、日本では年々低下しているのが明らかとなっている(図表１－４)。第 4 章

にて詳細に述べるが、アメリカでは 1997 年頃から野菜や果物が人々の健康にとって栄養素

の給源としてだけではなく大変な重要な食品であり、特にがん予防に有効であるという研

究を世界がん研究基金と米がん研究財団が約4500の論文をまとめた報告書によって発表し

たことから、野菜や果物を摂取することを薦める「5 A DAY 運動」を積極的に展開してき

たためこのような成果が出ていると考えられる。 
 2001 年の厚生労働省の人口動態統計によると、日本人の死亡要因の 1 位はがんであり、

国民死亡総数 97 万 313 人のうち 30 万 586 人ががんで亡くなっている11。よって、これだ

けの国民の死亡要因となっている現状を改善するために日本においても発がん予防に対し

ての心がけが重要となってきている。野菜不足と発がん予防、これらどちらに対しても今

日本に必要なのは野菜の摂取量増加である。特に、がん予防の中で注目されているビタミ

ン A は、レバー、うなぎ、チーズなどの動物性食品の中に含まれているが、これは大量に

摂取するとビタミン A 過剰症といって、吐き気や頭痛など意識障害や肝障害を引き起こす

場合がある。しかし、緑黄色野菜に多く含まれているベータカロチンにもビタミン A は多

く含まれており、こちらは多く摂取しても過剰症状は発症しない。このように、野菜は身

                                                  
10 朝ごはん実行委員会『朝ごはん実行委員会ニュースレターNO.7』2002.3.29 号。 
 http://www.asagohan.org/07/07.pdf 
11 服部幸應著『食育のすすめ』p.169～173。 
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体にとって有効な食品であることがこれまでの事例や研究においても再認識することが出

来る。1 日 350g、栄養機能、体調や老化などの生体調節機能に加えて、味・香り・色も楽

しみながら食する事の出来る野菜をバランスよく積極的に摂取することが望まれる。 
 

(図表１－３)野菜摂取量(総数) 

 

資料：厚生労働省「平成１５年度国民健康・栄養調査結果の概要」 

                     http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/04/h0421-1b.html 

 

(図表１－４)日米の１日１人当たりの野菜消費量の比較 
 
 
 
 
 
 
 
              

 

 

              

 

 

資料：野菜等健康食生活協議会「健全な食生活における野菜・果物の重要性」 

            http://www.v350f200.com/kenzen/jittai_a.html 
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続いて問題として挙げられるのは、「過度の痩身志向」である。現在 10、20 歳代の女性

を中心に痩身志向を持つ人々が急増しており、実際に 20 歳代女性の約 4 人に 1 人は痩せて

いるという状況にある12。昨今、社会的風潮から「痩せている＝美」という感覚が定着し、

もてはやされる傾向にあるため、痩身志向に拍車をかけ、ダイエットを誰もが一度は経験

しているといっても過言ではない状況を生み出している。健康的な身体づくりのために行

うダイエットであれば問題ないのだが、適度を越えた過度の志向の高まりは身体に大きな

悪影響を与えることは間違いない。 
 この問題において筆者には特別な思いがあり、この卒業論文における原点ともいえる部

分となっている。それは、他の誰でもなく筆者本人が嘗て身をもって、この過度の痩身志

向から、食に対するコンプレックスを持ち始め、疎かにし続けた事で、外見は理想に近づ

いたとしても、身体はどれだけ恐ろしい事態に陥っていくのか、という事を知っているか

らである。そして何よりも当時の誤った志向や食習慣が現在においてもなお筆者に影響を

及ぼし続けている。この問題の一番の恐ろしさは、あまりに強い願望により痩身する事し

か頭になく、その恐ろしさに気づかず感覚が麻痺していく事であると考える。 
 筆者の場合、当の本人は初め軽い気持ちで間食や食事量を控える程度の食事制限を開始

し、少しの体重や体型の変化に満足していたのだが、徐々に体重の数字の減少を追及する

ようになり、食事といえば、生野菜と水のみ。また、この唯一の食事においても一口食せ

ばもう入らない状態。油や肉、砂糖に関しては見聞きしただけで拒否反応が生じていた。

しかも、食事制限するだけではなく、当時筆者は運動部に所属していたため、食事を摂っ

ていないにも拘らず、激しい運動を続けていたため、体重は急激に落ち続け、痩せていく

ことの楽しさや喜びを感じるようになった。周囲の家族や友達はあまりに痩せ細っていく

身体を心配してくれたが、“まだ足りない、もっと痩せなくてはいけない”と自律神経失調

の症状に近いようなノイローゼ状態になっている筆者には届かず、結果的には、身体に影

響を及ぼし、病院へと通院しなくてはいけない状態となってしまった。しかし、無理に栄

養やホルモンを投与するため、体調や体型は崩れていく。そのような変化を自分自身で見

る度に筆者は自己嫌悪に陥り、再び痩身志向が高まる。しかしまた始めればどのようにな

ってしまうかという事も知っている、しかし痩せたい、この悪循環に筆者は苛まれる事に

なったのだ。 
 このように筆者が経験した過度の痩身志向による影響のように、ダイエットによる栄養

バランスの崩れから影響を及ぼす症状として、肌荒れ、生理不順、めまい、情緒不安定、

そして最も深刻な症状として摂食障害が挙げられる。摂食障害は主に、あまりに強い痩身

志向から異常な食行動に陥り命の危険が及ぶほど痩せてしまう拒食症や通常量をはるかに

超えて食べ続ける過食症などがある13。この症状は身体的影響だけではなく、精神的影響を

                                                  
12内閣府共生社会政策統括官食育推進 HP 「食育推進基本計画」2006.3. 
 http://www8.cao.go.jp/syokuiku/suisin/kihonkeikaku.pdf 
13 フリー百科事典『ウィキペディア(Wikipedia)』摂食障害。 
 http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%91%82%E9%A3%9F%E9%9A%9C%E5%AE%B3 
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及ぼす恐れがあり、場合によっては心理カウンセリングも必要となってくることになり、

通常に戻るまで大変苦しい思いをする恐ろしい病気がこの摂食障害なのである。 
 さらにこの摂食障害患者が併発しやすい症状として問題となっているのが、「骨粗しょう

症」である。骨粗しょう症とは、カルシウム不足などによって骨の量が減り、骨が弱くな

り、骨折や腰痛を招く病気で、原因としては加齢や運動不足、喫煙なども挙げられるが、

現在急増しているのが無理なダイエットによる骨粗しょう症患者である14。1999 年には 39
万 7 千人であった骨粗しょう症患者数も 2002 年には 44 万 7 千人となり、わずか 3 年間で

12.6%増となっている15。骨の形成は 10 代後半にほぼ完成し、20~30 代をピークに減少す

る事を考えると、将来の骨粗しょう症の予防も含めて、子供の頃からの積極的なカルシウ

ム摂取が重要となってくる。特に骨粗しょう症患者数の大半が女性である現状からも、カ

ルシウム摂取をはじめ、無理なダイエットの早期改善が必須となってくるのである。 
 このように過度の痩身志向によって命の危険にまで及ぶ事態に陥る前に、特に若年層の

女性は自分自身の体型や健康状態を適切に判断し、自分に適正な食事量や栄養バランスを

把握した上で、正しいダイエットを実行していく事が望まれる。 
そして、不規則な食習慣が招く生活習慣病として現在世間で注目されているのが、最後

の問題点として挙げられる「メタボリックシンドローム(内臓脂肪症候群)」である。メタボ

リックシンドロームとは、腹囲が男性は 80cm 以上、女性は 90cm 以上で、脂質異常、高血

圧、高血糖の 3 つの診断基準のうち 2 つが該当し、心筋梗塞や脳梗塞、糖尿病などを発症

させる可能性が高まっている状態の事を指す。心臓や脳の血管が詰まってしまう心筋梗塞

や脳梗塞は、血管が狭くなったり、もろくなったりする動脈硬化によって起こるとされ、

その動脈硬化の要因となるのが、糖尿病、高血圧、高脂血症、肥満の 4 つである。 
厚生労働省による 2002 年の「糖尿病実態調査」によると、糖尿病の疑いがある人の合計

は 1998 年には 1370 万人であったが、2002 年には 1620 万人と着実に増加している事が示

されており、肥満に関しては、男性においてはいずれの年代においても肥満者の割合が増

加しており、30~60 歳代男性の約 3 割に肥満がみられ、女性では 60 歳代で約 3 割が肥満で

ある。男性では、30~60 歳代まで肥満者の割合はほぼ横ばい状態であるが、女性の場合年

齢と共に肥満者の割合が高くなっており、双方とも年々状況が悪化していることがわかる

(図表１－５)。そして、これらの症状が悪化することで引き起こされるメタボリックシンド

ロームの状況も明らかにされている。メタボリックシンドロームの疑いがある人の割合は

男女共に 40 歳以上が特に高く、40~74 歳でみると、男性の 2 人に 1 人、女性の 5 人に 1
人がメタボリックシンドロームの疑いがある診断基準に該当していることが読み取られた

16。 

                                                                                                                                                  
 
14 武田薬品工業ＨＰ「骨粗鬆症のはなし」。 
 http://www.takeda.co.jp/pharm/jap/seikatu/osteoporosis/about/index.html 
15 厚生労働省「患者調査」、総務省「人口統計」2002. 
16 厚生労働省「国民栄養調査」1983・1993、「国民健康・栄養調査」2003. 
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(図表１－５)肥満者(ＢＭＩ17≧２５)の割合(２０歳以上) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           

 

                    資料：厚生労働省「平成１６年度国民健康・栄養調査の概要」 

                      http://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/05/h0508-1a.html 

 

 さらに近年もうひとつ問題として注目されているのが、「小児メタボリックシンドローム」

である。高脂肪・高カロリーで栄養バランスの崩れた食生活と、外で遊ばず家の中にこも

                                                  
17 BMI=BodyMassIndex。体重÷身長÷身長で算出される体重（体格）の指標。 
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って遊ぶなどによる運動不足を原因として肥満児童が増えている。文部科学省によると、

最近 20 年の間に肥満傾向児は 2，3 倍に増え、現在では 10 人に１人が肥満児童という状況

にあるといわれている18。小児肥満も成人肥満と同じように、心臓病や糖尿病などの生活習

慣病にかかる恐れは十分にあるため、自分の判断だけでは正しい食習慣が身に付けること

の出来ない幼少期だからこそ、親や学校による正しい食習慣の指導によって、小児メタボ

リックシンドロームの改善、そして予防が重要なのである。 
 これほどにまで幅広い年代で高い割合へと増加しているメタボリックシンドロームの原

因とされるのは、身体についた余分な内臓脂肪だが、これは暴飲暴食や不規則な生活、運

動不足などによるものであるため、生活習慣や運動をする事で、改善も予防も可能なので

ある。自分自身の将来のために、早めの対策、ひとつひとつの心がけが健康な身体づくり

へとつながっていくと考えられる。 
 
(２)６つの「こしょく」19 
 日本の家庭の食卓において、日常的に見られた家族全員で会話を楽しみながら食事をす

る光景。しかし近年、核家族化、女性の社会進出による共働きの増加、少子化による家族

人員の減少、子供の塾、親の残業、通勤時間の増加、単身赴任の増加、など家族間に時間

差が出来た事で、家族が揃って食事をする機会が減り、コミュニケーションは愚か様々な

弊害をもたらしている。 
 その中でも子供の「孤食」、つまり家族が不在の食卓で 1 人寂しく食事をする事は最も問

題視されている。この子供だけで食事をする孤食によって、子供は好きなものだけを食べ

るようになり偏食を助長するだけでなく、栄養バランスの崩れや生活習慣病の原因を生み

出す恐れがある。次に、孤独な食生活によって子供の精神面にも影響を及ぼし、社会性・

協調性の欠如や引きこもりやすい・キレやすい子供を作り出す原因になるともいわれてい

る。しかし、実際 1 人で食事をしている子供は 1 人での食事に苦痛は感じておらず、むし

ろ 1 人の方が気楽であると感じ、孤食を望む傾向が出てきているのが現状である。 
 孤食に加えて「個食」という言葉もあり、これは家族で同じ食卓を囲んでいるにも関わ

らず、それぞれ違うものをバラバラに食す事を指している。この個食によって考えられる

影響は、孤食と同様好き勝手に好きなものを好きなだけ食べることから、偏食の助長をは

じめ、他人の意見を聞き入れず、協調性に欠けるわがままな子供へと成長していく可能性

が高まる恐れがあるといわれている。特にこの偏食を続けていると、将来病気にかかりや

すくなったり、治りにくくなったりするだけでなく、アルツハイマー病の発症にも大きく

影響を及ぼすこともあるという。 
 その他にも、自分の好きな決まったものしか食べない「固食」や、いつも食欲がなく食

事量の少ない「小食」、パンや麺など粉を使った主食を好んで食べる「粉食」、調理済み加

                                                  
18 文部科学省「学校保健統計調査」2004. 
19 服部幸應著『食育のすすめ』2006. マガジンハウス P.3~P.8。 



 18

工食品や添加物の多く入った味の濃い食べ物を好んで食べる「濃食」など様々な「こしょ

く」が問題となっている。 
 これら６つの「こしょく」の問題の背景にあるのは冒頭でも述べたように家庭環境の変

化であると考えられる。幼少期に舌で覚えた食の感覚や知識は生涯にわたって影響を及ぼ

すといわれていることからも、一家団欒の食卓が失われつつある今、家庭での食生活に配

慮する時なのではないだろうか。 
 
第３節 現代人の意識改革 
 
 第２節でも述べてきたように、改善すべき問題が山積みの現代日本人のライフスタイル

と食習慣。それでは、実際に現代日本人はこの現状についてどのように考え、どのくらい

の関心を持っているのだろうか。 
 2005 年 9 月に内閣府によって 20 歳以上の男女 3000 名を対象に行なわれた「食育に関す

る特別世論調査」によると、食育に関心があるか、という質問に対し、食育に関心がある

と回答したのは全体の 69.8%となり、関心がないと回答したのは 9.7%と圧倒的に関心の高

さが伺える(図表１－６)。しかし、年代別にみてみると、20 代、40 代の男性が相対的に食

育への関心が低く、実際に何らかの食育を実行しているかという調査結果では、50 歳未満

の男性、20 代の女性の割合が低く、全体としてみれば、食育への関心は高くても、年代別、

そして食育の実施状況をみると、やはりまだ食育に対する関心の大きなばらつきがあるよ

うに思われる。食が大切なのは理解している、自分の健康管理をしなくてはいけないのも

理解している、しかし何をどのようにすればよいのか、これまで通りの食生活でもどうに

かなるだろう、本当に何かしら身体に影響が出てきてから考えればいいのではないか、こ

のような安易な考えがまだまだ根強く残っているのではないかと考える。そこで、このよ

うな考えではもう手遅れである事に一刻も早く気付き目を向けてほしいという願い、そし

て必要性の訴えを込めて制定された法律、それが食育基本法である。この現代日本人の意

識を改革させるため作られた食育基本法、そして食育というものの必要性を次章にて述べ

ていく。 
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第 2 章 食育推進の必要性の背景と現状 

 
 これまでも国･地方自治体・民間団体等によって、第 1 章で述べたような現代の食をめぐ

る問題解決のため、様々な食育への取り組みがなされてきた。しかし、積極的に食育が取

り組まれてきてはいるものの、それはまだ食育に対し関心を持つ一部の人々の活動であり、

それでは一定の成果を挙げるとは考えられるが、国全体としての解決に至ることは困難で

ある。 
 そこで、国民が生涯にわたり健康で豊かな人間性を育み、食に関する知識と食を選択す

る力を習得して、健全な食生活を実践する事が出来る「食育」を国民運動として推進して

いかなければいけないと考えられ、食育の基本理念と方向性を明らかにし、食育に関する

施策の総合的かつ計画的に推進して、これまで以上に食育の実効性を確保していく事を国

全体で目指して、2005 年 7 月 15 日、内閣府によって「食育基本法」(以下「基本法」とす

る)が施行され、翌 2006 年 3 月には「食育推進基本計画」(以下｢基本計画｣とする)が策定さ

れた。  
 本章では、まず、食育とは何か、また基本計画の概要とねらいから国が目指す食育とは

何かを厚生労働省及び農林水産省が作成・推奨する食事バランスガイドと内閣府による食

育関連予算概算により述べる。そしてこれらをもとに教育、農業などあらゆる各方面から

なぜ食育が求められているのかを検証し述べていく。 
 
 
第 1 節 食育の概要 
 
(１)食育とは 
 「食育」とは、「食育基本法案」前文においては「生きる上での基本であって、知育、徳

育及び体育の基礎となるべきもの、また様々な経験を通じて『食』に関する知識と『食』

を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる事」と位置付

けられており20（「食育基本法」については後述)、『食料・農業・農村白書』21及び『厚生労

働白書』22においては、これに加えて「食の安全の確保のみならず、心身の健康を確保し、

生涯にわたって健康で質の高い生活を送る基礎となるもの」としてほぼ同じ記述で示され

                                                  
20 内閣府共生社会政策統括官食育推進 HP「食育基本法案」前文。 
 http://www8.cao.go.jp/syokuiku/kihon.html 
21 農林水産省官房企画評価課が 2000 年より食料・農業・農村基本法(平成)11 年法律第 106 号）第 14 条の

規定に基づき毎年発行している食料・農業・農村の動向に関する年次報告・次年度において講じようと

する食料・農業・農村施策。 
(社団法人政府資料等普及調査会「白書について」http://www.gioss.or.jp/clip/hakusyo4.htm#16) 

22 厚生労働省政策統括官政策評価官室が 1956 年より毎年発行している厚生労働行政年次報告書。 
(前掲「学校保健統計調査」) 
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ている。 
 この「食育」という言葉の歴史は古く、日本では明治時代以降、体育や知育と並ぶもの

として用いられてきており、語源としては、1898 年に陸軍薬剤監であった石塚左玄が、『通

俗食物養生法』という本の中で、「今日、学童を持つ人は、体育も智育も才育もすべて食育

にあると認識すべき。」と記し、また 1903 年には報知新聞編集長であった村井弦斎が、連

載していた人気小説の『食道楽』の中で、「小児には徳育よりも、智育よりも、体育よりも、

食育が先。体育、徳育の根源も食育にある。」と述べられている。どちらの著者も食育の重

要性について強く主張しているが、この食育という言葉が世間一般に普及するまでには至

らなかったという23。 
 しかし、古くから存在した「食育」という言葉であるが、明治時代から現在にかけても

食育という言葉を定義は定められておらず広義であるため、人や食、農、教育等の各分野

の立場によって捉え方が異なっている現状があるという24。この広義で曖昧な事が「食育」

の浸透に関係してくるのではないかと考えられる。 
 
 
(２)食育基本法・食育推進基本計画成立までの経緯25 
 このように明治時代から既に存在していた食育であったが、当時国全体の教育、活動と

して普及することはなく長い月日が流れた。それから約 100 年、国がようやく日本の食に

対して深刻な危機的状況に焦点をあて、改めて国民運動として食育を推進するべきだとい

う考えが高まってきたことから、2004 年 6 月に衆議院に食育基本法案が提出された。その

後 2005 年 4 月に衆議院本会議にて可決され、同年 6 月 10 日に参議院本会議にて可決、成

立した。そして、6 月 17 日に公布、7 月 15 日に施行となって「食育基本法」は制定された

のである。 
 またこの食育基本法施行と同時に内閣府に食育推進会議が設置された。この食育推進会

議は、内閣総理大臣を会長とし、閣僚 13 名、有識者委員 12 名で構成され、2005 年 10 月

に第 1 回食育推進会議が開催され、食育推進基本計画検討会(以下｢検討会｣とする)が 2005
年 10 月から 2006 年 2 月までの間に月 1 回開催される事が決定した。その後検討会にて、

食育推進会議の委員及び地域の人との意見交換会、全国の方からの意見の検討を重ねた結

果、2006 年 3 月に開催された第 2 回食育推進会議にて「食育推進基本計画」が策定された。 
 
(３)食育推進基本計画の概要とねらい26 

                                                  
23 農林環境課 森田倫子著 国立国会図書館 調査と情報 457 号 
『食育の背景と経緯―「食育基本法案」に関連して―』2004.10.29. p.1. 
 http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/issue/0457.pdf 
24 前掲 厚生労働省「国民栄養調査」1983・1993、「国民健康・栄養調査」2003． 
25 社団法人農産漁村文化協会「地域の実情に応じた『食育推進計画』の策定を」『食育活動 vol.2』 
 20 巻第 7 号,p.9. 
26 前掲 内閣府共生社会政策統括官食育推進 HP 「食育推進基本計画」2006.3. p.11-p.14. 
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 まず、この基本計画の計画期間は 2006 年から 2011 年までの 5 年間とされており、食育

の推進に関する施策についての基本的な方針は、①国民の心身の健康の増進と豊かな人間

形成②食に関する感謝の念と理解③食育推進運動の展開④子供の食育における保護者⑤教

育関係者などの役割⑥食に関する体験活動と食育推進活動の実践伝統的な食文化・環境と

調和した生産などへの配意及び農産漁村の活性化と食料自給率の向上への貢献⑦食品の安

全性の確保などにおける食育の役割、の７つとなる。 
 さらに食育が推進される 2011 年までの目標に関する事項で国は、①食育に関心を持って

いる国民の割合を 70%から 90%に、②朝食を欠食する国民の割合を子供は 4%から 0%に、

大人は 30%から 15%に、③学校給食における地場産物を使用する割合を 21%から 30%に、

④「食事バランスガイド」等を参考に食生活を送っている国民の割合を 60%に、⑤メタボ

リックシンドローム(内臓脂肪症候群)を認知している国民の割合を 80%に、⑥食育推進に関

わるボランティアの数を現時点よりも 20%増に、⑦教育ファームの取り組みがなされてい

る市町村の割合を 42%から 60%に、⑧食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国

民の割合を 60%に、⑨推進計画を作成・実施している自治体の割合を都道府県においては

100%に、市町村においては 50%にする事を、目標として掲げている。 
 また、より食育を浸透させていくために、毎年 6 月を「みんなで毎日朝ごはん」のキャ

ッチフレーズと共に「食育月間」として、各種広報やイベント等が重点的に実施されてい

くこととしており、さらには毎月 19 日を「食育の日」として各市町村にて食育普及を図る

活動を実施してくこととしている。 
 
 
(４)食事バランスガイド 
さらに、食育を推進する一環として、2005 年 6 月に農林水産省と厚生労働省が連携して

発表したものが『食事バランスガイド』である。これは、2000 年 3 月に当時の文部省・厚

生省農林水産省が「食生活指針」27を策定したのだが、国民に認知、実践されるまでには至

らなかったため、この食生活指針を具体的な行動に結びつけるものとして「何を」「どれだ

け」食べたらいいのか、イラストを使って分かりやすく示したものとなり、国民への普及

を目指している28。 
この食事バランスガイドは、日本人に親しみのあるコマをイメージして描かれており、

食事の栄養バランスが崩れると倒れてしまうという事、回転(適度な運動)をする事によって

初めて安定するという事を表している。また、水やお茶が食事の中で欠かせない軸の役割

を果たしている事や菓子・嗜好飲料は適度に楽しく取り入れる必要がある事をコマのひも

                                                  
27 国民の健康の増進、生活の質(QOL)の向上及び食料の安定供給を図るため、文部省・厚生省・農林水産

省が 2002 年３月 23 日に、わかりやすい 10 項目からなる指針として文章表現し策定したもの。 
(食育・食生活の情報センター「食生活指針について」http://www.e-shokuiku.com/guide/4_2_1.html) 
28 農林水産省図書館図書資料月報 web 版バックナンバー「食育の推進と食事バランスガイドについて」 
 http://www.library.maff.go.jp/library/monthly/200508/feature17-3.html 
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で表現し強調している。コマの中では 1 日分の料理・食品例を主食・副菜・主菜・乳製品・

果物の 5 つに区分して描いているため、1 日の摂取目安量が把握しやすくなっている(図表

２－１)。 
更に最近は続々と東海版、沖縄版、埼玉版など「地域版食事バランスガイド」が作成さ

れており、ここには通常版と同じように 5 つの区分で例として挙げられる料理や食品が地

元の郷土野菜や特産品を使った献立として載せられている。そのため、一層親しみをもっ

て食育に取り組めるのではないかと考えられる。 
 

(図表２－１)食事バランスガイド 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省図書館図書資料月報 web 版バックナンバー「食育の推進と食事バランスガイドについて」 

http://www.library.maff.go.jp/library/monthly/200508/feature17-3.html 
 
  
(５)食育関連予算概算 
 このように国によって取り決められた食育基本法や基本計画によって定められた目標値

実現に向けて実際に国民が食育活動をし、浸透させていくために必要不可欠となるのが、

食育関連予算である。内閣府財務省より食育関連予算を受けているのは、内閣府食育推進

室、内閣府食品安全委員会、文部科学省、厚生労働省、農林水産省の 5 府省であり、この

予算によって 5 府省はそれぞれの施策事項に基づき様々な分野での食育推進活動を展開し

ている。 
「2007 年度食育関連予算概算要求事項」にて 5 府省より要求されている合計予算概算額

は、2006 年度予算額と比較すると、37.8％増、33 億 5000 万円増の 122 億 1600 万円とな
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っている(図表２－２)。この内訳を見ると、内閣府は食育推進とリスクコミュニケーション

29で 3 億 5700 万円の予算を要求。厚生労働省は「国民健康づくり運動30」「８０２０運動31」

「健やか親子２１32」などの推進とリスクコミュニケーションで 7 億 9800 万円の要求。文

部科学省は「栄養教諭33の専門性の高度化」「地域に根ざした学校給食推進事業」「家庭教育

手帳34の作成・配布」「子どもの生活リズム向上プロジェクト」や、各種シンポジウム、研

究活動などの事業を掲げ 12 億 5800 万円の要求。そして、5 府省の中でも最も多額の予算

要求をしているのは農林水産省であり、その予算要求額は 88 億 7200 万円となっている。

施策事項として挙げられているのはシンポジウムやイベントなどによる「食育推進」や「農

林漁業に関する体験活動の推進」「地産地消の推進」「食品廃棄物の発生の抑制や再利用等

の推進」などの幅広い事業を掲げている。 
 

 (図表２－２)各府省別食育関連予算 
                                        (単位：百万円) 

 
府省名 

2006 年度 
予算額 

(A) 

2007 年度 
概算要求額 

(B) 

比較増減額 
(B)－(A) 

(C) 

増減率 
(C)／(A) 

％ 
内閣府食育推進室 176 206 30 17.0
内閣府食品安全委員会 135 151 16 11.9
文部科学省 1,258 2,189 931 74.0
厚生労働省 697 798 101 14.5
農林水産省 6,600 8,872 2,272 34.4

合計 8,866 12,216 3,350 37.8
資料：内閣府共生社会政策統括官食育推進 HP「平成 19 年度食育関連予算概算要求事項」から作成。 

       http://www8.cao.go.jp/syokuiku/yosan/h19-yosan.pdf 

  
                                                  
29 食品の安全性に関する国民の知識と理解を深めるとともに、食育の推進を図るため、国、地方自治体、

関連団体が連携しつつ、消費者、食品関連事業者、専門家等の関係者相互間において双方向に情報及び

意見の交換を行う事。(内閣府共生社会政策統括官食育推進HP「平成19年度食育関連予算概算要求事項」) 
30 2000 年に厚生労働省により始められた第三次国民健康づくり運動。通称「健康日本２１」。 
 (フリー百科事典「２１世紀における国民健康づくり運動」『ウィキペディア(Wikipedia)』 

http://ja.wikipedia.org/wiki/21%E4%B8%96%E7%B4%80%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%
E3%82%8B%E5%9B%BD%E6%B0%91%E5%81%A5%E5%BA%B7%E3%81%A5%E3%81%8F%E3%
82%8A%E9%81%8B%E5%8B%95） 

31 1989 年に「80 歳になっても 20 本以上自分の歯を保とう」という厚生省(現厚生労働省)と日本歯科医師

会が提唱し呼びかけた運動。 
 (８０２０推進財団 http://www.8020zaidan.or.jp/index2.html) 
32 ２１世紀の母子保健の主要な取組を提示し、みんなで推進する国民運動計画。 
 (厚生労働科学研究費補助金研究班「健やか親子２１とは」『健やか親子２１公式ホームページ』 
 http://rhino.yamanashi-med.ac.jp/sukoyaka/） 
33 後述。 
34 後述。 
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これほどにまで莫大な予算を各府省が要求し、そして国も応じ予算を出しているという

現状がこの予算概算要求事項にて把握出来るのだが、国民にとってまだ不透明な部分が多

いように感じられる。どうしてこれほどまで多くの予算をかける必要があるのだろうか、

具体的にはどのような活動が行なわれているのだろうか、国をあげて推進を図る食育の必

要性を第２節にて探っていく。 
 
 
第２節 食育の必要性 
 
(１)なぜ今食育なのか 
 第 1 節の概要にて、日本が現在食育に対して力を入れて取り組み始めているという事が

理解出来る。しかし、なぜこれまで各個人の価値観や考え方による自由な判断と選択に委

ねられてきた食を、国が法を制定し、予算を組んでまで改善する必要があるのだろうか。

そして、その手段として食育が推進されているのはなぜなのだろうか。 
 それは、それだけ現代日本人の食生活が乱れ危機的状況にあるにも関わらず、食の改善

に対しての意識が希薄である現状が年々深刻化しているからである。本来であれば、従来

通り各個人の価値観や考え方による食生活の見直しによって、改善されていくべきもので

あると筆者も考えるが、それでは現在の危機的状況を打破する事は不可能といっても過言

ではない。むしろ手遅れに近い状態にあるのではないかと思われる。 
 よって、あまりにも乱れてしまった現代人の食習慣を改善するためには、ただ健康的な

食品を口にすれば良いのではなく、様々な問題点を国民一人一人が考え、自覚を持ち、改

善する必要性を理解した上で解決していかなければならない。そこで、この改善策として

最善であるとされたのがこの食育であったのだ。ここで注意点として挙げられているのが、

あくまで食育は国民の自発的意思に基づいて健全な食生活が実践される事が基本であって、

国民の多様なライフスタイルや価値観等が尊重され、食育が強制を伴うものではないとい

う事が重要であるという点である35。その点を踏まえた上で国は様々な分野各方面よりどの

ような食育の必要性を持ち、食育推進活動を行っているのであろうか。 
  
 
(２)教育の視点から 
 食育において最も急務とされ、推進活動においても焦点を当てられているのが、これか

らの時代を担っていく世代である子供に対しての食育である。この子供に対しての食育を

推進させる場としてまず挙げられるのが教育の現場、つまり学校や保育所等、幼少期子供

が一日の大半を過ごし、多くの事を学ぶ場である。学校等においては、総合的な食育の取

                                                  
35 前掲 農林環境課 森田倫子著 国立国会図書館 調査と情報 457 号 
『食育の背景と経緯―「食育基本法案」に関連して―』2004.10.29. p.3. 
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組も行われており、これについては大別すれば２系統あるという。一つは、主に教育関係

者や栄養士によって呼ばれる「食教育」、また文部行政上呼ばれる「食に関する指導」、そ

してもう一つは、主に農業関係者によって呼ばれる「食農教育」の２系統とされている36。

よって、教育の視点からの食育の必要性をこの総合的な食育として行われている２系統の

分野より読み取る。 
 
 以下は 農林環境科森田倫子著 国立国会図書館 調査と情報 457 号『食育の背景と経

緯―「食育基本法案」に関連して―』(2004.10.29 p.4-p.8)をまとめたものである。 
 
 まず、「食教育」・「食に関する指導」からの食育から取り上げていく。学校においては、

従来から給食の時間を中心に栄養教育が行われ、家庭科や保健体育科で食生活の知識・技

術及び健康に関する教育が行われてきた。現在「食教育」は「健康という視点に立った日

常の食習慣の望ましい姿への変貌を目的とした教育」37という概念として捉えられている。

一方、保健体育審議会も、健康づくりの観点からの「食に関する指導」が求められるとし、

給食や教科における指導に学校栄養職員を参画させることを提言している38。文部科学省は

1998 年 6 月に食に関する指導の充実についての通知で、学校栄養職員とのティーム・ティ

ーチング39など工夫を加えた指導に努めるよう求めた。 
 また、1998 年と 1999 年の学校指導要領の改正によって、総合的な学習の時間が新設さ

れた。この総合的な学習の時間や課外活動などの時間を活用して、栄養、調理、食品衛生、

食文化、食生活の学習や、食品の供給源である農業の楽手などを組み合わせた、総合的な

取組を行う学校や学級が見られるようになった。 
 さらに、文部科学省は、2004 年度に「学校を中心とした食育推進事業」を開始し、同年

5 月に改正学校教育法が可決、成立した事を受けて、小中学校において 2005 年 4 月より「栄

養教諭制度」設置を決定した。栄養教諭とは、食に関する指導と学校給食の管理を一体の

ものとして行い、地場産物を活用して給食と食に関する指導を実施するなどの職務をする

教諭である。現在 26 道府県、13 国立大学法人に配置されている40。この栄養教諭配置によ

って、学校全体の食に関する指導計画の策定、教職員間や家庭、地域との連携や調整等を

担うとされ、学校における食育を推進していく上で不可欠な教員、指導体制の要の存在と

                                                  
36 前掲 内閣府共生社会政策統括官食育推進 HP「食育基本法案」前文 p.4. 
37 『新版学校教育辞典』「食教育」の項 教育出版 2003. 
38 1997 年 9 月に保健体育審議会が「生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教

育及びスポーツの振興の在り方について」で、食に関する指導を、学校の教育活動全体を通して行う健

康教育の一環として位置づけ提言したもの。 
39 複数の教師がそれぞれの専門性を生かし、協力して指導計画や学校指導案の作成、教材教具の開発、評

価などを行いながら、分担・協力して指導する方法。略して TT。 
   (島根県教育委員会 『ティーム・ティーチング実践事例(小学校編)』「ティーム・ティーチングとは」 
  http://fish.miracle.ne.jp/adaken/tt/tt01.pdf） 
40 文部科学省 「平成 18 年度栄養教諭配置状況」2006.11.1。 
  http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/eiyou/04111101/009.htm 
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して、全都道府県への早期配置が必要だといわれている41。 
 続いて「食農教育」に関してであるが、現在「食農教育」という言葉は、農業関係者の

間で「児童・生徒に対する食の農を通じた教育」、「児童・生徒及び消費者一般を対象とし

た、農業と農産物に関する教育・啓発活動」と捉えられている。 
社団法人農山漁村文化協会が、学校において総合的な学習の時間が創設されることを受

けて、1997 年頃から、食と農を教材とする「食農教育」を提案してきた。また、文部省(当
時)と農林水産省は、1998 年 12 月に農業体験学習等を推進するため「文部省・農林水産省

連携の基本的方針」に合意し、2003 年度から「子どもたちの農業・農村体験学習推進事業」

を開始した。また、1999 年 7 月に制定された「食料・農業・農村基本法」を受けて、2000
年 3 月に決定された「食料・農業・農村基本計画」では子供達の食に関する知識の習得と

各教科や給食等において食農教育の充実を図る事の必要性を述べている。 
そして、農林水産省は 2003 年度を食育元年と位置づけており、同年度より食生活改善及

び食の安全・安心に関する普及・啓発を目指し、「食育促進全国活動推進事業42」及び「食

育実践地域活動支援事業43」を行っている。 
食農教育の具体的な活動として挙げられるのは、自然の恩恵や食に関わる人々の様々な

活動への理解を深める事等を目的として、農林漁業者等が一連の農作業等の体験の機会を

提供する「教育ファーム」という取組44である。2006 年 2 月 28 日現在で全国の市町村にお

ける教育ファームの取組状況は、全体の約 6 割の市区町村で教育ファームの取組を自ら実

施または支援している(図表２－３)。 一方、現在自ら教育ファームを実施していない 1,458
市区町村の意向は、「自ら実施する予定はない」が 55.1％と最も多く、「新たに取組を始め

たい」と回答したのが 11.1％という結果となっている45。最近では、地域の人と協力し農作

物を育て、収穫した作物を給食に用いて食すといった食農教育を行う学校も増えてきてい

るが、その広がりはまだこれからだと考えられる。 
また、教育ファームの一部とも考えられる取組として挙げられるのが、緑豊かな農山漁

村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動である「グリ

ーンツーリズム」46である。グリーンツーリズムにおいては、2006 年 3 月に財団法人都市

農山漁村交流活性化機構が 20 歳から 70 歳の男女を対象としてインターネット調査をし、

1276 票の標本から読み取ったデータによれば、グリーンツーリズムについて聞いたことも

                                                  
41 前掲 服部幸應著『食育のすすめ』p.16-p.17. 
42 民間団体を対象に、「食を考える国民会議」や「食を考える月間」を中心とした国民全体に対する食育 

活動の推進、フードチェーン各段階の取組や地域の伝統的な食文化等を含めた総合的な情報提供活動等

を全国的に展開する事業。(中心市街地活性化推進室 HP 「農林水産省の支援」

http://chushinshigaichi-go.jp/support/H16_3/nousui(H16).htm) 
43 都道府県、市町村等を対象に、食育推進ボランティアの活動強化、地域特産物の活用や学校給食を通じ 
た地域レベルにおける食育の実践活動を推進する事業。(前掲注 36.) 

44 内閣府共生社会統括官食育推進 HP『食育推進基本計画参考資料集』2006.6. p.36. 
   http://www8.cao.go.jp/syokuiku/suisin/date/siryo1-1.pdf 
45 農林水産省大臣官房統計部 農林水産統計「農林漁業体験学習の取組(教育ファーム)実態調査結果」 
 2006.2.28. http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/nourin-taiken2006/nourin-taiken2006.pdf 
46 前掲 服部幸應著『食育のすすめ』p.49. 
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ないと回答した人は全体の約 7 割であった。しかし、農山漁村への訪問意向の有無につい

ての質問に対しては約 5 割の人が訪問してみたいと回答している47。このデータからも積極

的な普及活動の必要性が認識出来る。 
学校における食育の推進のためには、子供が食について計画的に学ぶように出来る計画

が策定される事が必要となってくるため、総合的な学習の時間等の学校教育活動全体を通

じて、食に関する指導を行うために必要な時間をより積極的に、また十分に確保し推進し

ていく必要がある。そのためには、食に関する学習教材の作成・配布、地域生産者団体等

との更なる連携による子供の様々な体験活動の推進、指導者の養成、栄養教諭の全国配置、

学校給食の単独調理方式48の普及などを行っていかなければならない。 
 

(図表２－３)市区町村における「教育ファーム」の取組状況 
                                 (単位：市区町村) 

 
 
市区町村数 

市区町村が 
自ら実施又は

支援している

市区町村が自

ら実施してい

る 

市区町村が

支援してい

る 

実施も支援

も 
していない 

実数 
構成比(%) 

2,040 
100.0 

1,172
57.5

582
28.5

872 
42.7 

868
42.5

資料：農林水産省大臣官房統計部ＨＰ「農林水産統計農林漁業体験学習の取組(教育ファーム)実態調査結果」

2006.2.28 から作成。 

http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/nourin-taiken2006/nourin-taiken2006.pdf 

 
(３)環境・農業の視点から 
食と自然とは深いつながりを持ち、また共生が求められる関係にある。そのつながりと

共に重要な関係性を持つのが環境、そして農業である。食料の生産は環境からの自然の恵

みであり、農業の技術が加わることによって私達の食卓へとのぼっている。しかし、現代

は第１章において述べたように、食料消費構造の変化やライフスタイルの多様化によって

食料自給率の低下や大量の食べ残しなどの食品廃棄物増加などの問題が発生している。よ

って、これからの私たちの食を守るためには、環境、また農業について今考え、そして行

動していかなければならない。 
その考えに基づき食育として取り組まれているひとつが「バイオマス」である。これは、

「生物資源(bio)の量(mass)を表す概念で、再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源

                                                  
47 財団法人都市農山漁村交流活性化機構「グリーンツーリズムに関する調査」2006.3. 
  http://www.furusato.or.jp/pdf/h17_needs_joho.pdf 
48 学校ごとに給食室を持ち、専任の学校栄養士が献立を作って専任の調理員が調理する方式。献立に学校

の特色が出しやすく、調理方法や時間、食材調達など柔軟に対応できるため出来立ての料理を提供出来

る、また子供と調理の場との交流が持てる点がメリットとして挙げられる。 
(「民間委託を問う」『戦う給食調理員』http://www2.ask.ne.jp/~gtr0274/chisato/bbs/manatu/Q&A.htm) 
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を除いたもの」49と定義付けられており、代表的なものに家畜排泄物や生ごみ、木くず、も

みがらなどがある。これは廃棄物系バイオマス・未利用バイオマス・資源作物の３つのバ

イオマスに分類する事が出来、さらにそれぞれにおいて様々な資源に分別される。このバ

イオマスは、地球温暖化防止、循環型社会形成、戦略型産業育成、農産漁村活性化等の観

点から、農林水産省をはじめとした関係府省が協力して、バイオマスの利活用推進に関す

る具体的取組や行動計画を 2002 年 12 月に「バイオマス・ニッポン総合戦略」として閣議

決定された。2006 年 3 月には、これまでのバイオマスの利活用状況や 2005 年 2 月の京都

議定書発行をふまえて、新たな総合戦略を全国各地でバイオマス利用促進に向けた活動が

行われている。その活動の代表としてバイオマスタウン50事業があげられ、2006 年 9 月現

在全国 60 市町村にてバイオマスタウン構想が公表され、今後のバイオマスの総合利用によ

る地域循環システムの実用化が期待されている。 
また、バイオマスの観点としても挙げられている循環系社会の形成を目指し、食品廃棄

物の抑制、食品循環資源の有効利用促進するため 2001 年 5 月に「食品循環資源の再生利用

等の促進に関する法律」(通称「食品リサイクル法」)が施行された51。これは現在食品産業

から排出される食品廃棄物は年間 1,110t にまでのぼっている事から、食品関連業者52によ

って食品廃棄物を食品循環資源である肥料や飼料等に再生利用する取組の実施率を2006年
までに 20％に向上させる事を目標にしている法律である。食品廃棄物年間排出量 100ｔ以

上の事業者が 2006 年までに目標値を達成できない、または取組が不十分な場合には勧告、

最終的には罰則もこの法律において課せられている。 
 このようにバイオマスの利活用、食品循環資源再生利用の促進を、食品関連事業者と再

生利用事業者、農林漁業者等の連携によって普及・達成させる事によって、食品廃棄物の

減量、食料自給率の向上、そして環境への負荷の低減へとつなげていくことが求められて

いる。 
 
(４)家庭の視点から 
 これまでのように国による大きな枠組みでの食育活動は国全体の意識を高める事につな

がる事は確かではあるが、実際に自覚するべきこれからの時代を担う子供達に影響を最も

与える事が出来るのは、両親、つまり家庭環境なのではないかと考える。そのためにはま

ず、父母自身も食に対する関心や知識を深め、意識改革し、健全な食生活を確立させるこ

                                                  
49 『バイオマス・ニッポン総合戦略』2002.3.31 p.1. 
   http://www.maff.go.jp/biomass/pdf/h18_senryaku.pdf 
50 地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利用シ

ステムが構築され、安定的かつ適正なバイオマスが利用が行われているか、あるいは今後行われる予定

がある地域。(社団法人日本有機資源協会「平成 18 年度バイオマスパンフレット」) 
 http://www.jora.jp/txt/katsudo/biomassnippon.html#bn_panf) 

51 農林水産省「食品リサイクル法関連」 
 http://www.maff.go.jp/sogo_shokuryo/kankyou.htm 
52 食品の製造・加工業者、食品の卸売・小売業者、飲食店及び食品の提供を伴う事業を行う者。 
 (財団法人食品産業センター「食品関連業者とは」『よくわかる食品リサイクル法』) 
 http://www.shokusan.or.jp/kankyo/shoku/contents/03/index.html) 
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とが大前提となってくる。 
 そこで、家庭においての食育推進を図るために取り組まれているいくつかの施策がある。 
まずは、第 1 章の不規則な食習慣による問題としても挙げた朝食の欠食などからの子供の

学力や体力の低下は、子供の基本的な生活習慣の乱れとの関係性が指摘出来、早急な改善

対策が必要とされる。そのため、文部科学省は 2006 年度より食育関連予算として予算を確

保し、「子どもの生活リズム向上プロジェクト」を立ち上げ、子どもの望ましい基本的生活

習慣を育成し、地域全体で家庭教育の教育力を支える流れを形成するため、文部科学省生

涯学習政策局によって「早寝早起き朝ごはん」国民運動を全国展開している。この運動を

効果的に展開していくため、ＰＴＡをはじめとし、食育推進団体、経済界等幅広い関係団

体で構成されている「早寝早起き朝ごはん全国協議会」が発足した。 
活動内容としては、ポスター・パンフレットの作成、配布、フォーラムやイベント、コ

ンテストの開催等を行なっており、2006 年 8 月 10 日～11 月 30 日にはこの活動の一つで

ある「早寝早起き朝ごはんコンテスト」が実施され、フォト・標語・デザインの部門に分

かれ募集されていた。また、学校・町内会などが連携した参加団体は地域ぐるみのあいさ

つ運動や親子早朝マラソンの実施、スーパーマーケットや農家による参加団体は親子早朝

野菜摂り入れ体験、料理教室等の開催をこの運動の活動として行なっている積極的な国民

運動である。 
 続いての施策は、まさに保護者の意識改革にとって大きな役割を果たすと思われる「家

庭教育手帳」である。これは、食育に関する内容も含め家庭でのしつけや子育てのヒント

集として作成された手帳であり、妊娠期～乳幼児期・小学校 1～4 年生・小学校 5 年生～中

学生の 3 種類それぞれ子供の成長過程に合わせ作られ保護者に配布されている。 
 また特に、妊娠期から授乳期においての母子の健康確保、または母子自身の適切な食習

慣の確立による子供の健康づくりの基盤確保が極めて重要であると考えられ、妊産婦に対

して栄養指導の充実を図るため、2006 年 2 月に妊婦個々の体格や健康状態に応じた対応が

出来るよう「妊産婦のための食生活指針(「健やか親子２１」推進検討会報告書)」が取りま

とめられた。内容は妊産婦が注意すべき食生活上の課題を明らかにした上で必要とされる

食事内容や生活全般に配慮した 9 項目から構成され、上記で述べた食事バランスガイドに

妊娠期に付加すべき事項を加えた「妊産婦のための食事バランスガイド」などが作成され

ている。 
 この他にも家庭の食習慣において問題となっている野菜の摂取不足、小児メタボリック

シンドローム、孤食の改善策としては今回紹介した国として推進する家庭での取組ではな

く、各家庭での意識的に改善を試みた献立や運動、家族間の会話を取り入れていく事、ま

た、片親だけの意識改革ではなく、両親の積極的な姿勢の確立が、子供の健康的なからだ

づくりにつながっていくと考える。 
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(５)国際的な視点から 
 これまで日本の食に関する国際的な取組といえば、政府開発援助(ＯＤＡ)を通じて世界の

飢餓や栄養不足対策への協力などが重要視され、また注目されているが、より我が国日本

が 21 世紀においてより世界から親しまれ尊敬される国となるためには、より日本の良さ、

伝統、四季などの日本文化を発信し、広め、魅力を感じさせる必要がある。しかし、日本

では、良いものは放っておいても認められるという意識や自らの長所を宣伝することをあ

まりしないといった意識があるが、国際的には主張しないことは「無い」と同義であり、

積極的なアピールが必須であると言われている。そこで、その日本の魅力として大きな強

みのひとつとなるのが日本の食育であると思われる。よって、この食育の理念や取組を通

じて世界に日本の食文化等を理解し、活用して欲しい。 
 2002 年 2 月、小泉総理大臣は施政方針演説において、「日本の研究活動や創造活動の成

果を知的財産として、戦略的に保護・活用し、我が国産業の国際競争力を強化することを

国家の目標とする」と宣言した。これを受けて日本は「知的財産立国」に向け歩みだし、

同年 11 月には知的財産基本法が、2003 年 3 月には知的財産戦略本部が発足し、本格的に

政策が始動した。本部は 2003 年 7 月より毎年「知的財産推進計画」を決定しており、2005
年 2 月には「本部コンテンツ専門調査会日本ブランド・ワーキンググループ」が『日本ブ

ランド戦略の推進―魅力ある日本を世界に発信―』を発表した。 
この推進報告書の中で魅力ある日本をつくるための 3 つの目標と１２の提言がされてお

り、その目標のひとつに、近年世界中で人気となり、日本文化の発信にも貢献している日

本の食文化の醸成が掲げられている。ここでは、食を担う多様な人材の育成、食育や安全

性の伝わる食材づくりの推進、日本食に関する知識や技術の普及と海外展開等の提言を発

表。これによって日本の食のブランド価値を高め、確立することが期待されている。 
また、2006 年６月 8 日に決定された「知的財産推進計画 2006」の中でも、「国民運動と

して食育を推進する」という項目が盛り込まれていること、日本の食育は世界に誇り得る

考え方であり、積極的に広め実践を促していくことも有意義であると基本計画においても

述べられている。1980 年頃に実践されていた、日本の気候風土に適した米を中心に農作物、

畜産物、水産物、野菜等多様な副食から構成され、栄養バランスの大変優れた日本独自の

食生活である「日本型食生活」を基本とした日本の優れた食育を展開し、更なる交流を図

っていく事で、海外への理解を促進させることはもちろん、日本人自身が自国の魅力を改

めて感じ、食に対しての関心も高まるきっかけを作り上げていく必要があると考える。 
2006 年 11 月 24 日の閣議にてこの程、初の 2006 年度『食育白書』が決定された53。食

育基本法に基づいてまとめられた食育白書は本年度より毎年発行され、健全な食生活の乱

れに警鐘を鳴らし、食育の重要性を強調していることからも、食育への関心の高まりも期

待出来るため、こちらも大きなきっかけになるのではないかと考える。 

                                                  
53 毎日新聞 MSN ニュース『食育白書：朝食の「孤食」「欠食」広がる「健全な食生活崩壊の危機に」』 
 http://www.mainichi-msn.co.jp/shakai/wadai/news/20061124dde001040012000c.html2006.11.24. 
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これまでで日本における食問題の考察と食育推進活動とその必要性を明らかにしてきた。

では実際に日本の食育を海外展開していくにはどのようにしていくべきなのか、次章にて

栃木県の食育推進活動を具体的な事例として挙げ、それを踏まえた上で第 4 章にて考察し

ていく。 
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第 3 章 栃木県における食育 

 
 食育基本法、そして食育推進基本計画の策定を境に急速に全国的普及を見せている食育

推進活動。ここ栃木県においても、様々な学校、関係団体等によって食育活動が行なわれ

ている。国としての全国的な食育活動を認識するだけではなく、直接見聞きし、感じ、実

践する事が重要であり、それには地域による食育活動への積極的なアピールと住民の参加

が求められる。栃木県では現在どのような食育活動が実施されており、これからどのよう

な食育活動の一層の充実を図るべきなのだろうか。 
 
 
第１節 栃木県の食育体制 
 
(１)栃木県食育推進計画の概要54 

2006 年 5 月 30 日、栃木県食育推進本部が設置された。「都道府県・政令指定都市の食育

に関する要綱・計画等の策定状況」55において、2006 年度に策定を予定としている「栃木

県食育推進計画」は、栃木県食育推進本部懇談会、またはパブリックコメント(県民意見の

募集)の開催、実施によって計画決定を目指している。『栃木県食育推進計画(案)』の中で施

策体系として掲げられているのが、①食を大切にする心の醸成、②楽しく規則正しい食事

習慣の形成、③栃木の多彩な食を活かした「日本型食生活」の推進、④食の安全・安心に

対する理解促進、⑤県民が主役の食育推進運動の展開、の５つの項目である。食育推進基

本計画を基盤とした、各項目の現状と課題に加え、栃木県独自の主な施策を掲げている。 
この計画において重点プロジェクトとして立ち上がっているのが「しっかり食べて元気

なとちぎっ子」運動である。これは、①毎日きちんと朝ごはん、②みんなで楽しく「いた

だきます」、③野菜たっぷり塩味ちょっぴり、④牛乳ごくごくもう一杯！、の 4 つの提案を

重点に推進していくとされている。 
また、この他にも「食と農の理解促進の推進方策」「とちぎ健康２１プラン」「とちぎ食

品安全確保指針」「食に関する指導の手引き」等が策定されたものとして発表されている。 
それに加えて、2006 年 10 月 1 日より施行となったのが、「とちぎ食の安全・安心・信頼

性の確保に関する条例」である。これは、とちぎの食の安全・安心・信頼性の確保に関し

て、県及び事業者の責務や県民の役割を明らかにし、県民の健康の保護に資するため制定

された条例である。 
 これら計画、条例等の策定によって、栃木県内の食育推進活動は大きく動き出している。 

                                                  
54 栃木県庁農政課「栃木県食育推進計画(案)のパブリックコメントの実施について」『栃木県食育推進計画

(案)』http://www.pref.tochigi.jp/nousei/keikaku/plan/publicsyoku.html 
55 共生社会政策統括官食育推進 HP「都道府県・政令指定都市の食育に関する要綱・計画等の策定状況」 
 http://www8.cao.go.jp/syokuiku/chihou/chihou_jyoho2.html 
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(２)栃木県食育推進計画の主な指標 
下記の表は、栃木県食育推進計画の中で、2005 年度の栃木県内の食に関する現状と 2010

年度までの目標値として出されている指標を参照し、作成したものである。 
 このような現状を認識し、そして目標値に達するために栃木県内で食育推進活動を推進

している学校、団体、関係者、そして実施されている具体的な活動内容を次節にて紹介し

ていく。        
 
（図表２－５）栃木県内の主な指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

                   

資料：栃木県庁農政課「栃木県食育推進計画(案)のパブリックコメントの実施について」 
『栃木県食育推進計画(案)』から作成。 

http://www.pref.tochigi.jp/nousei/keikaku/plan/publicsyoku.html 

食育に関する項目 2005 年度 2010 年度 
教育ファームに取り組む市町村の割合 56.7％ 80.0％ 

市民農園総区画数 2,937 区画 5,000 区画 
「食に関する指導」の年間指導計画を 

作成した学校の割合(小・中) 34.3％
 

100％ 
「食育だより」を発行している学校 

のある市町数   
 

全市町 
農村の食文化等を伝承する人材の登録数 50 人 

とちぎ健康料理の選定・普及数 86 メニュー 100 メニュー 
30 歳代男性の朝食欠食率 33.8％ 15％以下 

おやこの料理教室開催市町数 27 全市町 
「食事バランスガイド」等を参考に食生活

を送っている県民の割合 
60％以上 

メタボリックシンドロームを知っている 
県民の割合 

80％以上 

児童の肥満の割合 3.6％ 2.7％以下 
20～60 歳代男性の肥満者の割合 29.5％ 15％以下 
40～60 歳女性の肥満者の割合 32.1％ 20％以下 

とちぎ健康２１協力店数 161 店舗 400 店舗 
食品の安全性に不安を感じる人の割合 90％ 60％ 

意見交換会等の参加者数 642 人 5,000 人 
学校給食における地域農産物の活用状況 30％ 

とちぎの地産地消推進店 350 店舗 
市町村等の地産地消推進方針の策定 4 ヶ所 27 ヶ所 
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第 2 節 栃木県内の食育活動の現状と取組 
 
(１)栃木県内の食育推進ネットワーク 
 全国各都道府県で実施されている食育推進活動、しかし都道府県が全て個別に活動を行

なっているわけではなく、各地方ごとにつながりを持ちながら推進されている。栃木県も

農林水産省関東農政局の区分で、食育活動を実施する都県民を支援するために 2003 年 12
月に立ち上げられた「関東地域食育推進ネットワーク」に属している。このネットワーク

は 2006 年 3 月末現在 907 名の参加者により成り立っており56、栃木県においても、栃木県

民の食育活動を実施している団体や個人との情報交換や支援をするため、同月、関東農政

局栃木農政事務所消費生活課によって「食育ネットとちぎ」が発足した。現在 65 団体が参

加しており、ネットの拡大と栃木県内における更なる食育が取り組まれるよう努めている57。 
そして、この栃木農政事務所が核となり栃木県内の様々な食育活動の推進を促している。 

具体的な内容としては、食育の日である毎月 19 日にはメールマガジン「食育通信とちぎ」

を発行し毎月のイベントや食育に関する情報の提供、幼稚園児から大人まで幅広い年齢層

を対象にした「出前講座」の開催、消費者の生活習慣の見直しや食の安全等についての理

解促進を図るための「食育セミナー」「食の安全・安心セミナー」の開催、消費者の食育を

サポートするための「マロニエ食育塾」の実施、生産者と消費者の交流を図り農の理解を

促進させるための「現地交流会」の開催など、積極的な推進活動が展開されている。 
また県では、栃木県農務部農政課によって、2006 年度が食育推進計画の初年度にあたる

ことから、2006 年 10 月 1 日～10 月 30 日の１ヶ月間、県民への食育の浸透と理解促進を

図るため重点的に食育活動を実施する「とちぎ食育推進月間」を設定され「うつのみや食

育フェア―宮っこ食べっこ元気っこ―」58等の活発的なイベント等が実施された。この他に

も農務部は 2006 年度は「とちぎ“食”と“農”躍進プラン」に基づいた農業施策の総合調

整や食育・地産地消の推進等を重点的に実施するとしている59。 
 
この栃木県において中心となって活動の起点を発信している栃木農政事務所消費生活課

吉川文明氏と栃木農務部農政課食育・地産地消担当岡部敦子氏に 2006 年 9 月 26 日に栃木

県内の食育の現状について同じ質問によるインタビューを行った。 
まず、栃木県内の食育活動の現状として、県は各団体や個人で実施されているものなの

で把握さえておらず連携もあまり取れてない現状があるとし、農政事務所は食育ネットと

ちぎに加盟している団体等の活動などについては活発化してきている、と述べており、食

                                                  
56 農林水産省関東農政局「関東地域食育推進ネットワーク」 
 http://www.kanto.maff.go.jp/shokuiku/network/kanto.htm 
57 関東農政局栃木農政事務所「食育ネットとちぎ」 
 http://www.tochigi.info.maff.go.jp/03syokuiku/network/network.htm 
58 後述。 
59 栃木県農務部農政課「平成１８年度農務部各課室の事業執行方針と主要事業」 
 http://www.pref.tochigi.jp/nousei/keikaku/jigyou/index.html 
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育に対する県・市の予算について県は非公開であり把握しきれていないとの回答であり、

農政事務所は事務所への国や県からの予算は一切無いとの事であった。また、栃木県内の

食育のターゲット層について、県は子供を重視しており、活動の全てはこれから始動する

と述べ、農政事務所は大人への食育も重要ではあるが、企業や団体が取り組みやすいのが

給食や地産地消の分野であるため子供重視となっていると述べている。しかし、実際は 20
歳以降の年代への食育も活発化させたいと食育の幅広い年齢層への浸透も狙いたいという

願望もある事とも述べていた。そして相互の連携状況についての質問に対しては、県、農

政事務所、「食育ネットとちぎ」が年に 2 回の情報交換会の開催によって連携をとっている

と回答した。団体との連携に関しては、農政事務所が実施例報告等を受けていると述べて

いた。 
このインタビューにより、県では、全ての取組がこれから本格始動していくため、情報

として提供出来るものはないという事で、まだ深く食育に踏み込んでいない印象、また農

政事務所では、食育バランスガイドを中心とした普及活動、「マロニエ食育塾」の開催など

によって地域住民の食育への関心の向上を図る活動が活発的である印象を受けた。そのた

め、まだ栃木県内全体において統一された食育推進ではなく、これからより深い連携を図

り、普及、実施していくといった状況である事が感じられた。 
 
 
(２)栃木県内の食育団体・学校・企業の活動事例 
それでは、実際に栃木県民はどのような食育活動を実施しているのであろうか。「とちぎ

食育推進月間」の一環として、2006 年 10 月 1 日に宇都宮市にあるマロニエプラザ60にて実

施された「第 1 回うつのみや食育フェア―宮っこ食べっこ元気っこ―」に筆者も参加した

ので、このフェアに出展していた栃木県内の約 70 団体の中から出展ブースでのＰＲやイン

タビューを通して活発に食育を実施している団体を中心に紹介していく。当日の食育フェ

アは出展ブースの他にも様々なプラグラムが用意されており、大変充実した構成となって

いた(図表２－６)。 
まず、学校からの参加団体である「清原中学校」は、2004 年度学校給食優良学校として

文部科学大臣より表彰を受けており、地産地消の推進モデル校となっている。具体的な活

動内容は、なすやりんごなどの収穫作業や給食のメニューコンテストの開催、ランチルー

ムでの郷土食・行事食など考えられた給食、宮っ子チャレンジ農業体験61等がある。また、

消費者団体では「宇都宮市消費者友の会」が総勢 200 名程の会員で活動しており、「宮っ子

食育カルタ」という栃木県の特産品などで食育につながる言葉を用いて作られたカルタを

                                                  
60 栃木県立宇都宮産業展示館。県内の産業界を支援、県産品についての理解促進を図るイベント等が開催

されている。((財)とちぎ県産品振興協会「マロニエプラザ」http://www.pto.co.jp/maronie/) 
61 市立中学校２年生全員が１週間にわたって、地域の多くの人々触れ合いながら勤労体験やボランティア

活動等の社会体験活動を行なう「宮っ子チャレンジウィーク」の体験活動の一環。(宇都宮市公式ＨＰ「指

導支援」http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kyoiku/gakkokyoiku/gakkokyoiku_13_sidosien.htm#00) 
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制作、販売していた。この他にも市のボランティア活動への参加等の活動もしており、婦

人の皆様が大変生き生きとＰＲしていた。続いてボランティア団体では「栃木県食生活改

善推進団体連絡協議会」が大きなブーススペースを活用して、子ども達が取り組みやすい

食育に関するクイズやゲームなどを実施していた。この他にもこの協議会は「私達の健康

は私達の手で」をスローガンに、健康で文化的なまちづくりのための食育講演会や料理講

演会等を開催している。 
行政機関からは「宇都宮市ごみ減量課」の活動を取り上げる。こちらでは循環型社会の

形成を目指し、「食品循環資源飼料化試行事業」を実施しており、その中で学校給食のリサ

イクルを積極的に行っている。具体的内容としては、小中学校の給食の食べ残しや調理く

ずを 2001年度から食品リサイクルカー(通称オレンジとんちゃん)により飼料化している62。

現在宇都宮市内の瑞穂野中学校と国本中学校では実施済みとなっており、2006 年 11 月よ

り豊郷中学校と清原中学校へ導入される。そして企業からの参加団体では「カルビー東日

本カンパニー」による活動が活発的であった。2005 年度より本格的に地域カンパニーとし

て食育出張授業「カルビースナックスクール」を、全国の小学校を対象とし、総合的な学

習の時間の支援プログラムとして、スナック菓子の誤解を理解へと導く食育支援活動を実

施している63。担当者は毎日全国各地の小学校からの授業依頼を受けており、2 ヶ月先まで

訪問する小学校の予定で埋まっていた。 
このように栃木県においても食育は盛んに実施され普及されつつあり、何よりも求めら

れてきている。食について学び、楽しそうに笑顔を見せる子ども達、生き生きと活動して

いる出展団体の参加者、これこそ栃木、そして日本の食育が持つ魅力なのだと考える。よ

って、この魅力を日本国内だけに留めずに海外へと展開するため、第 4 章にて考察し、提

言していく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
62 宇都宮市環境部ごみ減量課「うつのみやの環境 食品循環資源飼料化試行事業」 
 http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kankyo/u_kankyo/sigenzyunkanka/tonchan/tonchan1.htm 
63 カルビー株式会社「Calbee 食育情報 カルビースナックスクール」 
 http://www.calbee.co.jp/snack-school/school/index.html 
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（図表２－６）「うつのみや食育フェア」プログラム 

 
      資料：「うつのみや食育フェア」パンフレット『うつのみや食育フェアプログラム』から作成。 
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第４章 海外への食育(shokuiku)の展開 

 
 これまで、危機的状況にある日本国内の食問題、そしてそれを改善するために国をあげ

て推進されている食育、またその必要性、続いて身近な地域の取組として栃木県における

食育についてまとめてきた。それでは、第２章第２節「国際的な視点から」でも述べたよ

うに、日本と同様食問題が深刻化している国、または現段階では問題化されていないがこ

れからの食習慣をより健康に、より充実したものとするべき国に対し、世界に誇り得る日

本の食育を、日本国内だけの活動として留めず世界へと発信し、展開、普及させていくに

はどのようにすべきなのだろうか。日本の食育、または知的財産立国を目指して取り組ま

れている日本ブランド戦略は世界でも有効的且つ必要性が高いと考えられる。よって、た

だ日本の食育、日本の魅力を強制的に発信し、完了させるのではなく、現段階での各国の

食事情について認識した上で、日本の食育の有効性、魅力を最大限に発揮出来る海外にお

ける日本の食育の必要性と可能性を考察し、世界へ発信する日本型食育推進計画として提

言していく。 
 
 
第１節 欧米・アジア各国の食育事情 
 
(１)アメリカの食育事情と問題 
 まずは、日本の食文化と深く関係しているアメリカの食文化、食育事情の現状とその問

題を考察していく。日本は何事に対しても常にアメリカに憧れ目標とし、吸収してきた。

それは現在に至ってもその傾向は見られる。食においても正にその傾向があり、日本型食

生活が 1980 年代に定着していた日本であったが、アメリカの食文化の影響を受け、日本の

食の欧米化が進行した事で、これまで述べてきたような日本の食問題を生み出す要因を作

り出す結果を招いたと言っても過言ではない。それではそのよう現代人にとって魅力は持

ち備えてはいるが、影響を及ぼす恐れのあるアメリカの食とはどのようなものであろうか。 
 アメリカの肥満や生活習慣病の問題は今に始まった事ではないが、他の先進諸国と比較

しても、アメリカほど圧倒的に肥満の問題が深刻化し、肥満が急増、そして肥満比率も高

い国はないといわれている64。これはＯＥＣＤ(経済協力開発機構)の統計でも、日本人の肥

満比率が約 3％で最も少ない数値を示しているのに対し、アメリカ人の肥満比率は約 31％
と最も高い比率により示されている(図表４－１)。  
 

 

                                                  
64 大阪大学社会経済研究所 大竹文雄著『肥満について考える』2004.2.「産政研フォーラム」61 号 
 http://www.iser.osaka-u.ac.jp/~ohtake/himan2004.pdf 
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(図表４－１)ＯＥＣＤ諸国の成人肥満比率比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      資料：社会実情データ図録「成人肥満比較の各国比較(ＯＥＣＤ諸国 2003 年までの最近年)」 

                          http://www2.ttcn.ne.jp/~honkawa/2220.html 

                                                     (原資料：OECD Health Data 2005) 

 
このような肥満の原因としては、やはりアメリカの食文化の代表ともされるジャンクフ

ード、つまりファーストフードのハンバーガーやフライドポテト、ドーナッツやポップコ

ーン、コーラなど、アメリカ人が好んで食するエネルギーが高く、栄養価の低い食べ物の

過剰な摂取であろう。しかし、アメリカはどうしてこのような現状になる前に問題意識を

持ち改善に向けて動き出さなかったのだろうか。そう感じざるを得ない現状であるが、ア

メリカは 1980 年以降連邦農務省と連邦厚生省共同で、『アメリカ人のための食生活指針』

を 5 年毎に発行してきており、食品の選択のガイドラインとして連邦政府の栄養教育活動

の基礎として位置付けられる対策を始動させていた。2005 年 4 月末にＨＨＳ (＝
Department of Health and Human Services。米国保健社会福祉局)とＵＳＤＡ(＝US 
Department of Agriculture。米国農務省)により公表された最新の 2005 年度版『アメリカ

人のための食生活指針 2005』では、指針を実践に移すためのツールとして開発され、必要

な栄養素の摂取と、過剰摂取により問題となる成分の抑制等の食事のバランスをビジュア
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ルで示した「フード･ガイド・ピラミッド」を見直し、階段を上る人運動する人の図が加え

られた「フード･ガイド・ピラミッド」へと新しく変更された(図表４－２)。これは、アメ

リカにおいても食生活の改善に運動が欠かせないという考えが高まった証拠である。 
    

(図表４－２)フード･ガイド･ピラミッドの進化 

             資料：食の研究所「第 12 回燃やせ!体脂肪」『運動と体脂肪について』 

            http://www.rockfield.co.jp/read_contents/syokuken_12/syokuken12-02.html 

 
その他の取組としてアメリカは、1991 年アメリカのＰＢＨ(＝Produce for Better Health 

Foundation。農産物健康増進基金)とＮＣＩ(＝National Cancer Institute。米国立がん研

究所)が協力し、がん予防を目指し『5 A DAY』という国民健康増進運動を始動した。この

内容は、「健康増進のために低脂肪・高食物繊維食として１日 5～9 サービングの野菜と果

物を食べましょう」というスローガンを掲げ、フード･ガイド･ピラミッドをもとに、不足

しがちな野菜と果物の摂取を促す運動である。現在アメリカを始め世界約 30 カ国で推進

されているという。この運動が始動したと同時にアメリカの民間企業ドール･フード･カン

パニーは、アメリカの 5 歳～10 歳児を対象に「5 A DAY プログラム」を立ち上げ、運動

を学習するためのゲームソフトを作成し、無料で学校に寄付、スーパーマーケットの見学

ツアーの開催等の積極的な取組で運動の普及に努めている。 
 また、2006 年 5 月 3 日にはアメリカの清涼飲料大手 3 社のコカ･コーラ、ペプシコ、キ

ャドベリー･シュウェップスが、糖分を加えた炭酸飲料等を公立学校にて販売する事を中止

すると発表した65。これは、子供の肥満増加を懸念する健康団体や各州の保険当局の要求に

応じたもので、コーラ類だけでなく低脂肪ではない牛乳も追放対象になり、2009 年までに

全ての公立小中学校の食堂・自動販売機から完全撤収するとしている。規制後小中学校で

はミネラルウォーター、低脂肪･無脂肪の牛乳、果汁 100％の無加糖ジュースのみの販売と

なることから、子供達の肥満対策に大きな効果をもたらす事が期待されている。 

                                                  
65 Gabageclinic.com「子供の肥満増加を抑えるためにアメリカの公立学校でコーラや牛乳が販売停止」 
 http://www.gamenews.ne.jp/gc/archives/2006/05/post_77.html2006.5.5. 
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 これ以外の分野においても、地産地消運動や学校給食プログラム等が実施されている。 
 
(２)イギリスの食育事情と問題 
 図表２－１でも示されていたようにイギリスは肥満比率世界 3 位、また肥満による心疾

患死亡率においてはアメリカよりも多いという実態66が潜んでおり、現在のイギリスの食は

国民の意識改革の必要性を最も深刻な問題点として大きな危機を迎えている。 
 イギリスでは、1990 年にＭＡＦＦ(＝Ministry of Agriculture Forestry and Fisheries。
農漁食料省)が国民栄養調査を実施した事から食育への関心が高まった。この調査は 2000
年 4 月に設立されたＦＳＡ(＝Food Standards Agency。食品基準庁)に引き継がれ、その後、

同庁によって、過剰栄養からの病気の減少のために栄養摂取の指針の掲示や、食品表示の

管理などが実施されてきた。ＦＳＡは、児童・青少年の肥満化傾向と果物や野菜の摂取不

足を指摘し、子どもに対する食習慣の改善を、親、学校、社会教育の与える影響の見直し

の必要性を説く事、また食品パッケージに子ども向けの栄養と健康に関する情報を掲載す

るなどの情報の発信を行う事によって提言した。 
 その他のイギリスの取組としては、1980 年代に完全民営化した学校給食がファーストフ

ード一色になり質の低下に対して国民から批判を受け、2005 年秋にイギリス政府は学校給

食の栄養基準を設け、学校内でのチョコレートや清涼飲料水の販売を禁止する事を決定し

た。この改善策を導入した学校では、子どもの授業態度も良好になったとの報告もあり、

食の学習に対する影響力を認識する結果となった67。 
 また、2006 年 8 月 25 日にイギリス政府は、2010 年までにおよそ 5 人に 1 人の子どもが

肥満になるという報告書を発表後、フィットネス担当の大臣を新任し、国全体で肥満対策

を強化する事を明らかにした。イギリス保健省の報告では、このままの生活習慣のままイ

ギリス国民が生活を送れば、2014 年までにはおよそ 3 人に 1 人、1,200 万人以上が肥満に

なると警告している。保健省の対策案としては、親が子どもに外で遊ぶよう促すと共に、

学校での正しい食べ物の選択を指導する、国民全体では、飲酒時にはこれまでより１杯ビ

ールを減らす、バス乗車時、目的地のひとつ手前の停留所で降りて歩くなどの案が出され

ている。イギリスでは 2012 年にロンドンオリンピック開催を控えている事情もあり、開催

までには健康的な国を目指すとの事である68。 
 2006 年 11 月 17 日のイギリス情報通信庁（オフコム）の発表では、2007 年 1 月末より

脂肪分や塩分、糖分の高い食品のテレビＣＭを禁止する事が明らかにされた。対象は 16 歳

以下の子どもを対象とした音楽番組やゲームショーなどのテレビ番組としている。また、

テレビ番組以外でも、小学校の生徒を対象にした漫画等においてジャンクフードの広告を

                                                  
66 国立国会図書館 調査と情報 450 号「欧米の食育事情」2004. p.8. 

http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/issue/0450.pdf 
67 毎日新聞朝刊「英国：学校給食に革命起こす」2006.2.21. 
68 Gabagenews.com 「イギリス、『ダイエット大臣』の設置など子どもへの肥満対策強化」2006.8.27 
  http://www.gamenews.ne.jp/archives/2006/08/post_1318.html 
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禁止、また子どもの目に留まらぬよう、ジャンクフードに有名人やキャラクターの使用を

禁止したという。オフコムではこの規制によって、放送業界が最大年間 2,300 万ポンド(約
51 億円)から 3,900 万ポンド(約 87 億円)の影響を受けると予想しているが、それだけの損害

に代えても子どもの食生活の改善に徹底的な対策強化が見て取れる。 
 しかし、これら政府や各業界が力を入れて子どもの健全なからだづくりを目指し活動し

ているにも関わらず、最も子どもの食について理解し、正しい食を提供、学習させるべき

子どもの親が子どもの食生活の悪化を招いている事が明らかとなった。イギリスにおいて

2006 年 9 月より学校給食のメニューが全面改定となり、イギリスの食文化において欠かせ

ないフィッシュ＆チップスがこれまで週 3 回以上出ていたものを最高週 2 回に制限、また

野菜と果物を毎日最低 2 種類取り入れる事等が決定された。これで、子ども達も健康的な

生活へと改善されると思うものの、この改定に反対しているのが子ども達の一部の親なの

であるという。親達は子どもには自由に選択させるべきであるとの主張をし、学校の柵越

しに子ども達の希望する食料を聞き、親自ら買出しに行き、それを届けるという呆れた実

態があるというのである。イギリス政府では、このような現状がある事を把握した上で、

だからといって肥満対策を中断しては何の改善にも結びつかないとの考えから、給食向け

の補助金を拡大する等、給食改革を進行させていく方針だという。 
 これら以外でもイギリスでは「フード･マイルズ運動」というものが実施されている。こ

れは、消費する食料の量に食卓から農場までの距離を掛け合わせた指標“Food Miles”を

意識して、なるべく地域内で生産された食料を消費すること等を通じて環境負荷の低減に

つなげていくことを目指した運動である。ちなみに、2001 年における日本のフード･マイレ

ージは韓国とアメリカの約 3 倍、イギリスとドイツの約 5 倍、フランスの約 9 倍という水

準に相当している事が示されており、ここから日本は輸入量が多いだけではなく、それだ

け長距離輸送されている事がわかる。イギリスはこのような運動も含め大変積極的な取組

が特に近年において増加傾向にあるようだ。 
 
(３)ドイツの食育事情と問題 
 続いてドイツの食育事情と問題を考察していく。 
 ドイツは連邦政府レベルでの活動が盛んであり、連邦政府は毎年農業法第 4 条に基づき、

「食料政策・農業政策報告書」を連邦議会に提出しており、2003 年の報告書では、食生活

というテーマを政策の焦点に据え、特に「子どもと高齢者」に目標を置いたキャンペーン

を展開していくとしている。また、ドイツにおいて連邦政府レベルで食料政策を管轄して

いる連邦消費保護・食料・農業省も、今後数年間の食物分野の重点的な政策として「子ど

もと食生活」を掲げているとされている。 
 そして、具体的な連邦政府レベルの取り組みとして開始されたが、「軽やかな子ども達―

よい食事、もっと運動を」キャンペーン。もう一つが「年をとっても元気で―健康に食べ、

よりよく生きる」キャンペーンである。最初の子ども達を目標としたキャンペーンを展開
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した背景として、ドイツでは子どもの 5 人に 1 人、青少年の 3 人に 1 人が体重過多となっ

ており、40 年後には大人 2 人に 1 人が肥満という事態になってしまう状況にある。そこで、

肥満や朝食欠食の子どもの食生活問題を改善するために 2003年 7月に開始されたのがこの

キャンペーンで、学校、家庭、メディア、経済など様々な視点から基金の収集や食品パッ

ケージの縮小などが検討されている69。 
 また、もう一つ肥満を早期に予防する心構えの醸成を図るためにＢＭＥＬＶ (＝
Bundesministeriums für Ernährung, Landwirtschaft und Verbraucherschutz。連邦食料

農業消費者保護省)が展開した運動が肥満予防コンペ「もっと美味しく楽しく食べて、もっ

と体を動かそう」というキャンペーンである。これは妊婦から乳幼児、小学 4 年生終了ま

での全ての児童とその親を対象としており、具体的な内容としては、バランスの取れた食・

運動習慣を身につける、食品に関する知識・運動・健康に対する国民の理解を得る、肥満

を原因とする病気の予防、社会保障費の減少、地域の経済循環70の強化、そして早期かつ長

期的に子どもの肥満を防ぐためのクリエイティブなアイディア等の熱心な取組の募集も実

施している。参加対象としては食品・運動・教育・保健の分野における地域や市町村の活

動とし、予算は 1500 万ユーロ(約２１億円)が出され、2005 年 5 月 2 日に全国的に応募が開

始されると、約 450 市町村・地域からの応募があり、入賞した 25 団体の発案者には賞金が

送られ 3 年間かけて考案した取組を実施することになっているという71。 
 では実際にドイツの子ども達はどのような状況であるのか、食育はどのようなものを行

っているのかというと、ドイツの子ども達の約 30%が朝食を食べずに登校し、20%の子供

達はお小遣いを保護者から受け取り買い食いをしているという。食料費にお金を費やすよ

りも乗用車や家などに出費した方がよいと考える国民が多いとされ、他のヨーロッパ諸国

に比べ食料品質に関する注目度は低いようである72。このような食事情を考慮し、食育に積

極的に取り組む学校がドイツでも増えてきており、ドイツ中西部のヘッセン州州都ヴィー

スバーデンにあるソフィーウントハンスショル学校もそのうちの一校である。 
  
 第 1 節にてアメリカ、イギリス、ドイツ欧米 3 カ国の食事情と問題点、そして問題改善

に向けて取り組まれている食育活動を紹介してきたが、果たして各国独自の改善策のみで

本当に健全な食生活を取り戻せるのであろうか。より魅力のある、そして欧米各国だけで

なく海外諸国全体にとって改革的となり得る食育活動を推進していくべきであると考える。

よって、これまでも述べてきたように、海外の食問題の改善策として日本の食育を海外に

おいても“shokuiku”として発信し、普及させていくべきだ。しかし、ただ日本の食育を

そのままの形でそのままの考えで発信するだけでは、普及にまで進展するのは難しい。確

                                                  
69 前掲注 62.p.11~p.16 
70  実施例として地域の農産物を使った給食サービス等が挙げられる。 
71  農林水産政策情報センター「ドイツの肥満予防コンペ」 
  http://www.affpri.or.jp/foreign/65f.htm 
72 「ドイツにおける食育への取り組み」 
  http://www.jaec.org/europe/hp/sonder/shokuiku.htm 
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実に、そして好意的に、積極的に海外の人々が受け入れてくれ、取り組んでくれる食育を

作り上げるにはどうすればいいのか。それを、次節にて、日本と海外の比較をした上で考

察し、有効的な食育推進計画を提言していく。  
 
第２節 海外における食育(shokuiku)推進と必要性 
 
(１)海外における日本食の認識 
海外に日本の食育を展開するにはまず双方においての食に関する現状を比較し、日本食

のどのような点が海外にとって魅力があるのか、そしてその魅力の中でも何がどのように

必要とされているのか、展開していくべきなのかを認識する必要がある。 
 そこでまず挙げられるのが、海外での日本食に対する認識の違いである。近年、海外に

おいて第１節に述べたような生活習慣病などの拡大等をきっかけとしてダイエット志向が

高まった事で、長寿国である日本の食に注目が集まり、世界的な日本食ブームとなってい

る。日本食はヘルシー、美しい、安心・安全、高級・高品質であると高い評価を受けてお

り、これを契機とし日本企業は海外進出によって日本食を提供する事業を拡大している。

2006年11月現在海外における日本食レストランの展開状況としては、北米で約10,000店、

アジアでは約 6,000～9,000 店、欧州約 2,000 店、中南米約 1,500 店、オセアニア約 500～
1,000 店、ロシア約 500 店、中東約 100 店展開73。 
このように世界全体として拡大を見せている日本食レストランであるが、しかしここで

ひとつ問題が浮き彫りとなった。それは、本来日本で日本人に食されている日本食と、海

外で日本食として提供されている日本食があまりにもかけ離れている現状があるという事

である。よって、諸外国の人々にとっての日本食と聞くと、既に海外に受けいれられやす

い形として、完全に改良された海外版の日本食を思い浮かべる人がほとんどであろう。現

在日本食というものに定義というものは存在していないが、日本国内において日本食とし

て認識されているのは、上記でも述べたように、米を主食とし、副食品、汁物から構成さ

れ、植物性のタンパク質を多量に摂取出来、栄養バランスに優れヘルシーな「日本型食生

活」の基準により作られた料理を一般的に指す。 
この日本食の代表として、海外においても日本国内においても認知度が高く人気の高い

食べ物として挙げられるものに「寿司(sushi)」がある。しかし、実際に海外で人気を博し

ている寿司の姿というのは、海外向けに「カルフォルニアロール」という名前に改名、そ

して食べ物としても改良されたもので、「寿司(sushi)＝カルフォルニアロール」といったイ

メージを持たれている可能性も高いと思われる。また、パリにおいて日本料理の経験のな

い料理人に作らせた所、力任せに握られた寿司、衣がふやけた天ぷら、甘いだけの焼き鳥

                                                  
73 農林水産省『海外における日本食レストランの現状について』2006.11. 
   http://www.maff.go.jp/gaisyoku/kaigai/conference/01/data03.pdf 
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等、日本で食されている日本料理とは程遠い料理であったという74。看板では日本食レスト

ランとして海外展開されていても実際には、これらの例のように日本人の私達からすると

大きな矛盾が感じられる現状にあるようだ。 
 このような現状を受け、海外の日本食レストランの信頼度を高め、なおかつ本来の正し

い日本食の普及、更なる海外進出を後押しする事を目的とし、2007 年 2 月中下旬までに取

りまとめ、2007 年度より認証開始する事を目指した「海外における日本食レストラン認証

制度」を創設する事が農林水産省より 2006 年 11 月 2 日発表された75。現在予定されてい

る制度内容としては、優秀なレストランの選別を目的とした、世界的に有名な 3 大レスト

ランガイドブックの一つとして挙げられるミシュランの「レッド･ガイド」のように、レス

トランの良し悪しを、国内外問わず民間企業により認証されたものを格付けする。また、

レストランで提供される自国料理の水準の認証等を目的としたもので、全世界にて販売さ

れる自国の国産品や農産物に自国特有のラベルを貼る等して、他国へのアピールにつなげ

る等の既存の内容が参考となり76、有識者会議などを重ねた上で決定される。この制度の創

設によって、日本食のブランド力が高まり、それと同時に日本における日本食と海外にお

ける日本食の認識の一致へとつながる事が期待されている。 
しかし、そのような期待には反して国内外より、今回の制度が創設される事に意味が見

出せるのか疑問であるとの、批判的な意見も出ているようだ。確かに、現在日本食レスト

ランとして人気を博しているレストランを、認証、格付けする事は、レストランの価値そ

のものを判定するものとなり、あたかも偽者であるという烙印を押されるに値する行為に

もなりかねないのかもしれない。この判断基準は、あくまで日本側の見識であり、海外に

おいてそのレストランの味が日本食として成り立っているかどうかは別として、現地の国

民に認められているのならば、あえてそれを批判する必要はないのではないかという思い

はある。さらに、どのような判断基準で格付けするのかという点も大きな疑問点として残

り、果たしてこの制度は日本食の認知度の向上につながるのか、今後の展開に期待が持た

れる。 
 
(２)日本食ブームがもたらした世界的危機77 
                                                  
74 読売新聞 2006.9.29. 
75 農林水産省「松岡農林水産大臣記者会見概要」2006.11.2. 

http://www.kanbou.maff.go.jp/kouhou/daijin/061102daijin.htm 
76 農林水産省『海外におけるレストラン認証制度について』2006.11. 
   http://www.maff.go.jp/gaisyoku/kaigai/conference/01/ref_data01.pdf 
77 外務省「大西洋まぐろ類保存国際委員会」 
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fishery/iccat.html 

財団法人世界自然保護基金ジャパン「地中海のクロマグロに日欧の企業が No!」2006.11.9.     
  http://www.wwf.or.jp/activity/marine/news/2006/20061109.htm 
  前掲注 74. 「ICCAT 会議終了クロマグロの資源に危機」2006.11.28. 
  http://www.wwf.or.jp/activity/marine/news/2006/20061128.htm 
北海道新聞 The Hokkaido Shimbun press「危機のマグロ資源」2006.10.14. 
http://www5.hokkaido-np.co.jp/motto/20061014/ 
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そして、この日本食ブーム、特にその中の寿司(sushi)ブームによりさらなる世界的に深

刻な問題が引き起こされている。マグロ資源の危機がそれである。日本人が好む代表的な

魚の一つであるマグロ。日本人が 1 年間で食べるマグロは約 55 万 t、これは世界のマグロ

漁獲量の実に 4 分の 1 を独占している形となっている。特に高級トロが取れることで更に

人気のあるミナミマグロ(インドマグロ)やクロマグロの資源の危機が今食卓を脅かし始め、

食卓にマグロが上る事がなくなる日も近いとの見方が高まっている。 
この危機的状況の要因の一つが乱獲である。国内の遠洋漁業だけでは需要をまかないき

れず、日本は世界各国から冷凍マグロを大量輸入、だがそれでも追いつかない需要を原因

とし、世界中でマグロの乱獲が起こり、国際的な資源保護が叫ばれているという。これに

加え、先ほど述べた寿司(sushi)ブームや健康志向の高まり、また近年問題となっている

BSE(牛海綿状脳症)や鳥インフルエンザによる食肉不安からの魚食ブームからマグロ需要

の勢いに加速がつき、漁獲量の減少、それに伴うマグロの価格高騰が懸念されている。 
 これを受け、地中海を含む大西洋のマグロ資源管理に取り組む大西洋マグロ類保存国際

委員会 (ICCAT)は 2006 年 11 月 17 日から 11 月 26 日まで 42 の加盟国参加の会合を開催

した。今回の会合により、現在のクロマグロの世界年間漁獲量 3 万 2,000t を 2010 年まで

に 2 万 5,500t に減少させる事が合意され、資源の持続的な利用が可能な漁獲量確保を目指

す取組がなされる事となった。しかし、漁獲量を削減させる決定を成しても、それを上回

る消費量、需要の拡大が抑制されなければ何の解決も見出せない。よって、この問題にお

いて解決の糸口を見出すには、日本国内、そして世界全体による理解と抑制が必須となる。

そうしなければ、食卓から遠ざかるばかりではなく、完全に絶滅の危機に陥り、姿を消し

てしまう恐れは十分にあると考えられる。 
 
(３) 日本型食育(shokuiku)推進の必要性と問題点 
 日本食に対する認識の相違、そしてマグロ資源の危機、これら海外と日本間の食に対す

る間違った関心の高まり、また過剰な関心の高まりの結果生まれた問題点を、日本食への

関心そのものは保ったまま、正しい認識へと誘導し、双方において日本の食というものを

正しく理解し、国内において食する、そして海外において食してもらう事が望まれる。そ

のためには、それを踏まえた上で、日本で現在取り組まれている日本型食育を海外におい

ても“shokuiku”と表記され認知される程普及させる事で、一層の日本食、そして日本そ

のものの魅力を感じてもらえると同時に、世界中で次々と深刻化している食問題に対する

                                                                                                                                                  
京都新聞「社説 マグロ資源漁獲枠の順守が必要だ」2006.10.18. 
http://www.kyoto-np.co.jp/info/syasetsu/20061018_2.html 
NHK オンライン「NHK スペシャル マグロが食卓から消える？～世界の魚争奪戦～」2006.9.10. 
http://www.nhk.or.jp/special/onair/060910.html 
市民メディア・インターネット新聞 JANJAN「マグロをめぐる国際論争」2006.11.21. 
http://www.janjan.jp/living/0611/0611215083/1.php?action=tree 
G-Search データベースサービス「日本の食卓からマグロが消える！？」2006.11.30. 
http://db.g-search.or.jp/sideb/column/20061130.html 
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解決の糸口が見出せる、もしくは改善につながる効果を発揮出来るのではないかと期待す

る。 
これまで、各国においても食育活動が行われているという事は述べてきた。しかし、各

国それぞれの食事情に対応した形での食育活動も必要ではあると思うが、日本型食生活に

おけるバランスの取れた食生活、またはその美しさや技術、その他全てを考慮しても、海

外で実践、普及させていく事は各国にとって有益となり、食問題の向上につながると考え

られる。 
よって、海外における日本型食育の必要性というものは大変高く、この日本食に対する

関心が高まっている現在においてこそ、日本からの改革的な食育を実施していく事は必須

であるとも考える。 
では、海外において日本型食育を“shokuiku”として展開していくためには、どのよう

な方法が効果的で、なおかつこれまでの問題点を回避しつつも、推進を図り、必要性を見

出しつつ展開する事が出来るのであろうか。 
  
(４)二本の戦略が目指す海外における「日本ブランド」の確立 
海外における食育推進計画の第一段階として有効的な改善策の糸口とされるのではない

かと考えられるのが、日本食品等海外展開委員会により取り組まれている「『今後の海外市

場開拓事業に関する基本戦略』の検証―日本食品等海外展開新戦略 2006―」、また知的財産

戦略本部コンテンツ専門調査会の日本ブランド・ワーキンググループによる「日本ブラン

ド戦略の推進―魅力ある日本を世界に発信―」の 2 本の戦略から成る提言である。 
 まず、日本食品等海外展開委員会であるが、独立行政法人日本貿易振興機構(以下「ジェ

トロ」と略称)によって 2003 年 7 月から 2005 年 4 月まで設置され、2005 年 4 月 22 日提

言が決定、そしてこの委員会が設置されていた 1 年間、農林水産物や加工食品等の輸出促

進や海外事業の展開を支援する事業を行ってきた。 
提言の要旨としては、まず第 1 章においても述べた、日本の食料自給率低下に対する策

として、輸出産業の安定的な拡大を図る事である。この問題においての現状としては、輸

出が 4,009 億円(2005 年)と対前年比 11.1%増加したものの、輸入は 7 兆 6,543 億円(2005
年)と輸入の約 19 倍にもなっており、依然大幅な輸入超過状況にある。また輸出促進に対す

る取組が必要とされている半面で、海外市場での一部の日本食品同士の過剰な競争が顕在

化してきている為、ある程度の競争は生産者にとっても生産性の向上に必要であり、市場

拡大にもつながると思われるが、あまりの過剰な競争は買い手の買い叩きにあい、輸出者

の意欲をそぐ事につながる恐れもあると考えられている。このような事態は全体の利益に

はつながらないため、事前にそのような事態を防ぐために新市場の開拓、そしてそこへの

誘導等が対策案として考えられる。 
もう一つが、日本食ブーム等の日本食文化への関心の高まりからもたらされる諸問題へ

の対策が挙げられる。現在、海外の日本食人口は 2004 年の 6 億人から 2009 年には 12 億
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人にも倍増すると予測されており、同時に海外日本食レストランも 24,000 店から 48,000
店に倍増する勢いであると報告されているが、上記でも述べたように日本食に対する認識

の相違点が見られるため、正統な日本食を伝えることはもちろん、生魚の扱いや日本にお

いて実物を見ないまま日本食のレシピを調理している料理人等の技術等においても、海外

の日本食ブームを一過性のものとして終わらせず、持続的に定着させるために、日本が築

き上げてきた「日本食」を確実に伝達していく対策に乗り出す必要がある、等の提言が挙

げられている。 
具体的な取組として、国内においてはまず、輸出者の育成である。輸出者が不足してお

り、現場では輸出に関心はあるが情報が乏しいために乗り出せずにいるというのが実情で

ある。したがって専門家によるサポートが必要である。それにより、輸入と輸出の均衡が

取れ、貿易における偏りの解消につながる。次に、海外市場の情報収集と提供である。常

に変化していく海外市場に合わせた対応が出来るよう情報の収集を実行しくことで、ニー

ズに対応された確実な輸出が成される他、日本の一般消費者に対する広報にもなるとされ

る。そしてその他の取組としては、他業界とのタイアップで一つの分野において同時にい

くつもの分野の PR にもつながるとの効果が期待される取組、日本食品等に対する信頼の確

保のために、HACCP(＝Hazard Analysis and Critical Control Point)78等の認証制度の取

得によって、イメージだけではなく実態としての安全性の PR、安定供給に向けての取組に

おいては、常設的な日本食品の販売拠点の確保や現地に根付いた販売者と流通業者の確保

等が挙げられ、輸出促進のための調査研究や国・地方公共団体との連携も輸出元である国

内の取組として挙げられている。 
輸出先である海外での取組としては、日本食ブームを活用して試食、即売会、料理講習

会等で日本食文化を PR する、または、日本食の高い技術力と高品質といった高級感溢れる

イメージを活かし、第 2 章第 2 節の国際的視点からも挙げた 2005 年 2 月に発表された「日

本ブランドの戦略―魅力ある日本を世界に発信―」にもあるように、日本の食品をブラン

ド品として価値を持たせてアピールしていくブランド戦略を中心とした広報やマーケティ

ング、他には輸入者との連携、輸入者への情報提供等の取組が、この戦略が狙いとしてい

る輸出促進、そして日本食の PR につながるのではないかと考えられる。 
 もう一つの戦略として挙げられている「日本ブランド戦略」においては、民間が主体と

なって優れた日本の食文化を評価し発展させる提言の下、食文化のより一層の研究組織の

確立、また日本料理人に対する顕彰制度の必要性を提示している。ここにおいて日本料理

を「国技」にするべきではないかという位置付けの必要性も謳われており、これによって

国内外においても評価が向上し、日本料理人だけでなく、日本食、また日本そのものの評

                                                  
78 1960 年代にアメリカで宇宙食の安全性を確保するために開発された食品の衛生管理の方式で、従来の食

品の最終製品の抜き取り検査の考え方ややり方に加え、原料の入荷から製造・出荷までのすべての工程

において、あらかじめ危害を予測し、その危害を防止(予防、消滅、許容レベルまでの減少)するための

重要管理点を特定して、そのポイントを継続的に監視・記録し、早急な対応、解決出来、不良製品の出

荷の未然防止を可能としたシステム。 
(財団法人食品産業センター「HACCP 関連情報データベース」http://www.shokusan.or.jp/haccp/basis/） 
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価というものも高まることが期待されている。 
また、子ども達への味覚の授業としては、世界の人々の味覚には、「甘味」「酸味」「塩味」

「苦味」の４味はあると言うが、日本人だけがこれに「うま味」が加わった５味を持って

おり、うま味は海外においても“UMAMI”としてそのまま共通語となっている。そこで、

この日本特有の“UMAMI”、これを活用し、海外においてもこの５つ目の味覚とされる

“UMAMI”の感性を高める取組、また味覚だけでなく、日本古来からの美しい食事作法、

食器やしつらい、もてなしの心に至るまで、日本人にとっても忘れがちである、また海外

においては一部の日本愛好家にだけ親しまれている日本の文化を見直し、魅力を感じても

らう事で、食習慣そして食そのものに対しての改善につながると考える。 
その他の提言として、世界に通用するマネジメント力を持ったクリエイター(料理人)を育

成するために料理長等の社会人(プロ)を対象として、技術だけではなく、マネジメント、社

会情勢等の教育を、第一線で活躍する教師陣(プロ)が行う教育機関の必要性である。まさに

プロによるプロのための教育機関ということとなる。 
 これらの提言において、日本の誇るべき日本食にさらに付加価値をつけ、「日本ブランド」

の確立、そして世界への発信がこの戦略の狙いとされている。 
 
(５)海外への食育“shokuiku”推進計画 
それでは、実際にこれら日本が掲げる戦略、そしてこれまでの日本において実施されて

いる日本型食育を踏まえた上で、第二段階の海外における食育推進活動として考えられる、

海外版食育推進計画“shokuiku”を提言していく。 
食育推進計画を策定するにあたって、重要な要素となってくるのが、世界各国それぞれ

の環境や生活様式、嗜好、宗教等、昔からその地域に根付き確立された習慣の中に、日本

の“shokuiku”を適用可能な形で展開していかなければならないという点。また、義務的

な意識ではなく、積極的且つ楽しさを兼ね備えた意識の下で取り組まれていかなければ持

続的活動、広範囲に及ぶ普及は望めないという点である。これらの点をおさえた上で推進

していかなければ、有効性を持つ日本型食育も、スタートを間違ってしまった事で普及が

望まれなくなるだけでなく、不必要なものとして排除されてしまい、結局は各国の食生活

に変化をもたらす事は出来ない。日本の食、そして日本文化の名誉をかけ、海外での画期

的な食育展開を考察していきたい。 
食育推進活動の第一歩として、日本、そして世界において現在深刻化している問題に対

し、大きな躍進が期待出来、また有効的手段であると考え、注目したのが「鯨」である。

鯨と聞いてイメージするのは、“昔は頻繁に食していた”“食されていた”または“捕鯨し

てはいけない”“食べてはいけない食材”といった具合に年代によって様々な違いはあるも

のの、現代社会においては食材として利用されるものではないといったイメージが強いの

ではないだろうか。しかし、今この観念を覆す状況を迎えている時が来ているようだ。 
日本と海外の食問題の一つとして、上記においても述べたマグロの世界的な資源危機が
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ある。この問題への対策案として考えたのが、マグロに代わるべく「鯨」という食材を世

界において普及、活用させる事で、新たな食文化が誕生するだけでなく、需要供給の偏り

が分布され、問題の改善へと繋げていく事が出来ると考えた。更に、この鯨の普及によっ

て、日本の食文化としての PR にも大きく繋がる事から、食問題の改善策、そして日本の食

文化の伝達、そして重要である世界全体の健全な食習慣形成が可能となる。 
 このほど新薬開発研究所へ日本鯨類研究所が提供した鯨捕獲調査の副産物であるミンク

クジラの赤肉を使用して、鯨肉抽出物の「バレニン」成分に抗疲労効果、持久力の向上、

活性酵素の減少による老化防止等に対する威力を有する事が検証された。鯨肉はそれだけ

でなく、「ビタミン A」が豊富に含まれている上、極めて低脂肪であり、牛肉、豚肉、鶏肉

に比べて良質な「タンパク質」が多く、「コレステロール」の含有量も少ない。そのため心

筋梗塞や虚血症心疾患などの生活習慣病予防にも効果が期待出来、また他の肉と比べてア

レルギー症状を起こすことが少ないとされているため、食物アレルギーで食事療法してい

る患者にとって貴重なタンパク源となる。さらに鯨肉には、吸収性の良い「ミオグロビン

鉄」という成分が多く含まれているので、慢性的に鉄分不足がちな現代人にとって貧血症

予防に大変有効的な供給源となるであろう。また本皮部分に多い鯨の不飽和脂肪酸には、

血栓を予防し、血液の流動効果を向上させ、発がん予防効果も認められている「ドコサヒ

キサエン酸(DHA)」や脳を活発化し、学習能力を向上させる脂肪酸として注目されている

「エイコサペンタエン酸(EPA)」が多く含まれる他、軟骨を形成する「コンドロイチン」、

美容に効果的であると認知度も高い「コラーゲン」などを豊富に含有、というまさに現代

人が不足している成分の塊ともいえる大変優れた食材が鯨肉なのである。このような事か

らも、近年鯨肉に改めて注目が集まっている。 
 古代より、日本を始め世界中の至る所で捕鯨は行われており、人々はそれらを活用し生

活してきた。欧米では、主に鯨油を目的として捕鯨されていたが、日本においては鯨の鯨

肉だけでなく皮、そして骨、内臓に至るまで全ての部位の有効性を生かし、余す所なく利

活用してきた(図表４－３)。これは、世界に類を見ない日本を代表する食文化であった。し

かし、捕鯨の技術の発達や需要が高まり、やがては乱獲となり、絶滅の危機を向かえ、こ

れを受け 1982 年には国際捕鯨委員会(IWC)79により商業捕鯨モラトリアム80が決定され捕

鯨規制された。この規制により、世界において鯨は食されなくなり、現在では食文化にお

ける存在は極めて小さい。しかし、そのような状況にも変化が見え、現在においては、南

極海で年間 2,000 頭ずつ 100 年間ミンククジラを捕獲しても資源的に問題はない、むしろ

異常繁殖して餌として水産生物を世界の総漁獲量である 9,000 万 t の約 3~6 倍にも及ぶ量

を食べるため、自然界の生態系に影響を及ぼす程の変化がみられ、現在の捕鯨禁止が海洋

                                                  
79 1946 年に締結された国際捕鯨取締条約に基づき、1948 年に「鯨類の適当な保存を図って捕鯨産業の秩

序ある発展を可能にするため」に世界の主要捕鯨国 15 カ国に設置された委員会。日本は 1951 年から加

盟。2006 年 10 月現在、71 カ国が加盟している。 
 (日本捕鯨協会『捕鯨問題 Q&A』http://www.whaling.jp/qa.html#05_06) 
80 商業捕鯨を一時停止する事。 
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資源を減少させる結果を招いていると発表しているように、鯨の資源は年々増加してきて

おり、捕鯨、特にミンククジラの捕獲再開が叫ばれ始めているという現状がある。 
 このような現状を今こそ活かして、日本の鯨食文化の回復によって様々な用途に活用し、

更には、日本国内だけでなく、回復後はまさに日本ならではの“shokuiku”として世界へ

の文化拡大を図る事で、資源の活用、また優良食材の摂取による食生活の改善、日本の食

文化の評価向上等多くの効果が期待出来る。現在販売されている鯨肉は、調査のため捕獲

された鯨体を副産物として市場に出しているものであり、生産量が増加してきてはいるも

ののまだその普及率は極めて低い。そのため、高い普及率を目指し鯨肉販売体制の強化を

図る事が必要とされるため、日本では鯨肉販売を受託する新たな組織を立ち上げる等、鯨

による日本の食文化の再構築が始動している。これから日本の市場、そして世界の市場に

おいて、日本産鯨肉が並ぶ日は近いのではないだろうか。 
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(図表４－３)鯨肉の利用部位 
 

                   資料：合同会社鯨食ラボ「鯨肉について―利用部位―」 

                       http://www.geishoku-labo.co.jp/whale_meat_2.html 

 
そして、海外において日本の食の魅力を感じた世界に対して、次なる第三段階の食育推

進活動の手段として考えられるのが、単に日本の食育に関する知識や方法等の情報発信だ

けではなく、それと同時に体験し、学び、理解出来るような環境づくりである。 

そこで、海外において日本の食育を発信させる拠点地として創設、活動する

“Shokuikchool”の開校・開発を提案する。この“Shoukuikchool”とは筆者が考案した
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名称であり、「食育(Shokuiku)＋学校(School)」が融合した食育体験学習施設を意味してい

る。具体的には、幼稚園、小・中学校・高校、大学等の教育施設の敷地内もしくは公民館

スペース等公共施設を活用して、日本の食育活動として行なわれている日本型食生活に基

づいた食事バランスガイド等の食育に関する知識を学ぶ授業、また、それを参考に構成さ

れた献立を実践的に調理して、食する。そして食するまでの経緯としても、畑から作り上

げていき、自ら育てた野菜(特に日本特有の野菜81)を自らが調理実習する事で、食物の大切

さや自然から採取される野菜の新鮮さ等多くの事を直に感じられる実践型の取組をここで

学ぶ事が出来るようにする。 
また、ここで重要であるのが、子どもへの食育の必要性は日本と同様大前提ではあるの

だが、それよりも現代の海外食問題においては子ども達本人ではなく、その子ども達に正

しい食習慣を身に付けなければならない親、つまり大人への食育が最も必要であると考え

る。よって、この“Shokuikhool”には大人への食育活動も実施出来るよう畑や街、公園と

いった要素も含む、日中は地域の人々と家庭を持つ親によって、農作業や子どもの食育活

動の経過状況等を実際に見る事により親も食への感心を高める活動が必要とされ、実践さ

れていく事で、食育の推進と同時に学校内の活発化も期待出来ると思われる。この

“Shokuikhool”は、あくまで筆者の考えに基づき提案された施設の案であるが、ここで言

いたいのは、この提案にあるように、学校、地域、保護者、子ども等様々な世代や立場に

よって違う環境が存在するが、世界において食育を改善していくためには、一部だけの取

組ではなく、全体として一致した意見や方向性を持って取り組んでいかなければいけない

という事である。 
 
海外における“shokuiku”。これには多くの克服すべき誤解が生じるであろう。しかし、

初めは各国それぞれにおいて日本型食育“shokuiku”に対し、違和感や拒否反応を示すか

もしれない。だが、これまでの生活習慣に馴染みのないものに対して、初めは何事におい

ても浸透していないものである。よって、食育活動への参加や取組に対して、規制的な面

も取り入れ、定着させるなどし、長期的に日本型食育である“shokuiku”が世界へと発信

され、普及される事は間違いなく世界への健康増進効果を発揮すると考える。世界共通に

食育が受け入れられるよう、見た目・味・経費・時間・指導者の教育・世界全体として取

り組む統一感等を十分考慮した食育の展開が望まれる。 
 
 

 
                                                  
81 ごぼう、さといも、ハス、みょうが、わさび、青梅、柿、梨等が日本特有の野菜や果物。 
 (ひょうごの旬のマガジン「ふるさと特産館」http://www.shunmaga.jp/zukan/yasai/gobou/gobou.htm、

「季節を食べよう」http://www.ne.jp/asahi/ibaraki/fujio/tabeyo/tabeyohtm/fuki.html、「野菜果物辞典ブ

ログ」http://stagione.jitenjiten.shop-pro.jp/「横浜野菜推進委員会」

http://homepage2.nifty.com/yokohama_yasai/cafe/persimmon.html、「アルジェリア滞在記」

http://www.cqnet.jp/algeria/arzew001.html) 
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おわりに―理想の食育と今後の食育の展望と可能性― 

 
これまで本論文第 1 章から第 4 章において国内外の食問題、そして食育の必要性を考察

し、最終的には日本の食育を海外において“shokuiku”として展開を図るべく食育推進計

画を提言してきた。では、海外へと日本の“shokuiku”が発信された後に更なる進展を遂

げ、発展していくべく考えられる理想の食育とは何であるのか。そして、その食育の今後

の展開はどのような方向に進むのか、また進むべきなのか、食育のこれからの可能性を考

察する。 
これまでの本論文の見解は、実践的な食育活動の必要性が高い事に変わりはないが、食

育推進において重要であり、また同時に困難であるとされる点は、積極的実施でなければ

意味をなさない、という点である。つまり、強行的に進展を図り、国内外の国民に食育の

展開を促し、実施させたとしても、それはやはり持続的効果を発揮せず、一時的なものと

なり、本来日本の食育が持つ力、効果が期待出来ないと考える。それよりも、国内外どち

らにおいても意識改革として、各国の現状の食習慣、食に対する意識に変化をもたらす事

なく迎えた将来の姿に対して、危機感を持たざるを得ないような情報発信を重点に置いた

食育の推進が重要かつ効果的であると考える。 
さらに、現在国内外において実施されている食育の取組として、全体的に子供に対する

食育が率先して行われているが、問題点等の流れを見てくると、重ねて述べてきたように、

大人、特に保護者の立場に立つ親への食育推進が最優先であり、最重要となってくると思

われる。大人への食育を実施するに当たり、重要な課題となってくるのが、時間や経費、

各環境への対応など、多様化されたライフスタイルの中で生活する現代社会の流れを止め

ず、行われる無理の無い且つ積極的で効果的な食育を展開する事である。それは同時に、

これからの時代を担う子供達への食育としてもつながってくる事を意味する。 
そして、筆者が本論文において最終提言として掲げる理想の食育の姿とは、この日本か

ら発信され、展開される日本型食育“shokuiku”が、海外へと普及され、その普及が実は

結果的に日本への食育へとつながってくる事が、筆者が考察するこれからの食育の理想の

姿とする。これまで、日本における食育を、海外においても日本型食育“shokuiku”とし

て発信し普及させたいという提言の下、食育推進計画を策定してきた。そして、日本国内

において食育が始動したばかりである現状を受けると、この現段階で海外のみを狙いとし

た日本型食育“shokuiku”を展開していくばかりではなく、海外への展開と同時に、日本

国内における食育の更なる躍進が必要と考える。その方法として、世界での流行などに敏

感に反応する日本の国民性の特徴である、内からの影響よりも外からの影響を受けやすい

面を活かし、あえて海外への食育を率先して展開する事で、客観的に日本人が日本の食文

化の魅力を、海外における“shokuiku”によって感じ、関心を持つ大きなきっかけとなる

といえよう。 
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海外において日本型食育“shokuiku”及び日本食が普及し、日本の地域独自の特産品等、

海外への輸出食品が海外においても評価されることは日本の生産者にとっても誇りであり

活力を与えられ生産性を高める事につながってくる。それにより、日本の消費者にも地域

産品の良さを再認識、もしくはそれまでは関心を持たずに知る事のなかった日本の食文化、

または日本の魅力を新たな発見として理解を深め、地域内、そして日本国内、最終的には

世界全体での理解、関心の高まり、及び消費も促進する効果が期待される。その結果、世

界で次々と明らかとなっている食習慣の乱れなどによる食問題の解決にもつながると考え

る。日本の誇るべき日本食、日本型食育“shokuiku”、これら二つの日本の魅力にさらに付

加価値をつけ、「日本ブランド」として確立、そして世界へと発信される事を望む。 
 
 日本、そして世界において次々と明らかとなっている食をめぐる問題。本論文では、こ

れら全ての問題に対して、日本における食育、または海外における日本型食育“shokuiku”
の展開、そしてその普及と発展によって改善、また解決へとつながっていく事への期待を

主張してきた。実際に、食育、または“shokuiku”によって改善へと導く事は可能であろ

うか。年々様々な問題が深刻化していくばかりの現代社会。このままの日本、また世界各

国民の意識では食育の積極的な取組が実施されても、解決への糸口は切り開かれないであ

ろう。 
 2005 年に制定された「食育基本法」。これをかわきりに、日本国内では様々な食育活動が

全国的に実施されている。しかし、日本国民で食育という言葉の意味、そして取組を理解

している人はどの程度いるのだろうか。その普及率は極めて低いだろう。また、実際に食

育活動に取り組んでいる人に至っては、健康志向または教育関係、関心のある人々に限ら

れているのが実情となっている。まだまだ認知されていない食育はこれからより一層国や

地方自治体、さらには地域社会の取組によって積極的参加が求められていくと思われる。

そして、今は食育の必要性を感じていない現代日本社会人も、日々の乱れたライフスタイ

ルが気付かぬうちに招きだした健康を害する身体への影響によって、その多大なる必要性

を知ることになる。 
しかし、影響を及ぼしてからその必要性に気付く事に意味は無い。だからこそ、この積

極的取組が国を挙げて取り組まれ始めている今、食というものの大切さ、そして食が及ぼ

す身体への影響力を学び、改善へと向かい始めなければならないのだ。身体の異変に気づ

いた時ではもう遅い。その程、現代日本社会の食問題は危機的状況を迎えている事に気づ

いてほしい。そして、古くから受け継がれて構築されてきた世界に誇れる日本の魅力、食

文化に気付いて欲しい。 
 食育は、日本国内、世界全体に対して健全な食生活を送るための教育としてだけでもな

く、日本の魅力「日本ブランド」の確立だけのものでもない。それら双方において相乗的

に効果を発揮し、展開されていかなければならない。 
 日本に暮らし、日本で生きる私達、この魅力に気付かず活用せずして何を感じ、自国の
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何に誇りを持つのであろうか。 
 日々生きていく上で必要不可欠な食。最も身近で、最も見落としがちなこの食というも

のを感じるため、世界を見て欲しい。きっと世界に目を向ける事で日本の素晴らしさを知

ることになるであろう。 
 これからの現代社会を生きていく一人として、この食育“shokuiku”というものが日本

国内において、そして世界において、積極的な活動が実施され、定着し、深刻化する食問

を解消へと導いていく事で、健康で輝く笑顔が世界中に溢れる事を切に願う。 
 
 
『日本の食育を世界へ、そして世界への食育が日本への食育へ』 
私達は今、将来の世界に向けて食を見直し、動き出さなければならない 
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あとがき 

 
私の卒業論文が終わった。今、私が思う正直な感想をまず一言。「本当に幸せ。」 
こんなにも大学生活において学ぶ事に全身全霊をかけて打ち込んだのも、こんなにもそ

の学ぶ事を通して、難しさ・疑問・追求心・発想力・文章力・集中力・体力・精神力・達

成感等自分自身の様々な感情や思考を張り巡らし、悩み、ぶつけ続けた日々も、こんなに

も研究室にまるで合宿生活をしているが如く居続けた事も、こんなにも友達が必死になっ

て苦しんでいる、そして輝いている姿を見るのも、こんなにも自分が自分自身と向き合っ

て、また友人とのたくさんの会話を通して、自分がどんな人間なのか日々改めて感じ、そ

して新たな発見があったのも、本当に全てが初めてで、全てが私の中で意味を持ち、そし

て輝いていた。 
確かに辛かった。どうしていいのかわからなくなった時もあった。でもそれ以上に、私

は毎日が楽しくて楽しくて仕方が無かった。なぜなら辛さ以上のものがそこにはあったか

ら。 
これまでの大学生活において、私がこれだけの時間、大学にいる事はまず有り得なかっ

た。どれだけ試験前の追い込み時期であろうと、レポートが何個も重なっていようと、そ

れは有り得ない。なぜなら私は完全に自宅にて勉強し、自宅にて作業する以外の勉強法は

自分自身不可能であると考えていたから。昔からそうだった。また、真っ直ぐにしかどう

しても進めなかった私は、 
「やる時はやる、やると決めたらとことん極めたい。妥協したくない。絶対したくない。」 
そうどこかで感じていたであろう、そして今も感じながら、一人の空間において集中し、

一人の空間において最後までやり抜く事に意味を感じていたのかもしれない。 
今回、まるで研究室の主であるかのように、あのお決まりのあのパソコンを朝から占領

し、4 年生の研究室のみんなやジョイントの準備で忙しい 3 年生に本当に申し訳ないほど入

り浸る事になったのも、最初から研究室で作業したいと思ったからではなかった。自宅に

おける作業が、不慮のトラブルにより不可能となったため、仕方なく決断した結果であっ

た。作業を大学において行わざるを得ない状況になった当初、本当は嫌で仕方がなかった。

これまでの大学生活全てにおいて行ってきた学習法が、この一番大事な卒業論文の作業に

おいて不可能となる事が自分の中で許せず、もどかしく、泣きたかった。 
しかし、それは違っていた。本当に違っていた。私はこの辛いはずの毎日の研究室での

楽しく充実した日々があったからこそ、この卒業論文をこのような形で書き上げる事が出

来たと思う。もちろん、自宅における作業であっても、論文は書き上げる事は出来た。し

かし、その完成された形はきっと違っていたであろう。今の私はそう感じている。 
去年この研究室を卒業された先輩の卒業論文にこのような言葉があった。 

「卒業論文はこれまでの学生生活の集大成である」。私はこの言葉が大変印象的であり、論
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文執筆に当たり、大きな力を与えてもらえた。小学校から現在まで私が学んできたものが

この論文にてどれだけ発揮出来たのであろう。きっと春から控えている社会進出において

この経験は活かしていく事が出来ると思われる。 
今回、卒業論文のテーマとして「食育」を選択したきっかけとしては、本論文中におい

ても述べた、自身の誤った食習慣から学んだ食の大切さはもちろん、兼ねてから「野菜」「健

康」「子供」等の分野に対しての関心が高かった事、また日々現代社会の食問題による報道

を見る度、食に対する意識の低さに問題意識、そして危機感を感じ、その問題の対応策と

して行政、地域、学校などによって積極的な活動が取り組まれ始めている「食育」に必要

性を感じたためである。 
また、この食育を本論文において考察し、私自身の提言を掲げることで、本論文の読者

が、少しでも自身や周りの人々の食習慣というものに対して心掛けようという意識の改善

のきっかけとなってもらえたら幸いであるという思いの下執筆した。本論文の内容として

は、より確信に迫り、より画期的な提言が出来たのではないかという思いが残る点は悔や

まれるが、これだけひとつの分野に対して集中して取り組む事が出来た事は大変満足して

いる。 
今、私は本当に心からこの宇都宮大学国際学部行政学研究室に所属出来た事、そしてこ

の研究室のゼミ生として卒業論文を書けた事を誇りに思っている。それも全て期待をかけ

見守ってくださった中村祐司先生がこのような機会を与えて下さったおかげである。本当

にありがとうございました。また、インタビューに協力して頂いた栃木農務部の岡部氏、

インタビューに加え食育フェアにおいても大変親身に協力、応援して下さった栃木農政事

務所の吉川氏、根本氏、お忙しい中貴重なお話を訊かせていただきありがとうございまし

た。 
そして、遠くから体調を心配してくれ応援してくれた両親とお姉ちゃん、最高の笑顔で

癒しを与えてくれた姪の未來、ありがとう。こんな私に元気を与えてくれ、応援し、励ま

しあって支えてくれたゼミ生のみんな、ありがとう。特に今も隣で共に頑張っているゼミ

生仲間でもあり大切な友人であるさやかには感謝の言葉を伝えたい。彼女が居たからこそ、

この約 1 ヶ月に及ぶ研究室での「卒業論文合宿生活」が、より楽しくより意味のあるもの

となった。本当にありがとう。皆様に心からの感謝の気持ちを送ると共に、いつまでも健

康で素敵な笑顔でいてくれる事を願っています。本当にありがとうございました。 
 
 
                              2006 年 12 月 10 日 
                                  大橋 友梨 
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